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 モンゴル国は国内に 1,623 億トンの石炭資源を有し 1 ，世界でも重要な石炭の輸出国で
あり，国内の一次エネルギーの大部分が石炭火力発電により供給されている。モンゴル国に




 石炭火力発電では副産物として燃焼させた石炭の内，約 10 % のフライアッシュが発生す
る 5 。首都ウランバートル市に電力の大部分を供給しているウランバートル第四火力発電
所 (以後，第四火力発電所) ，現在建設中の第五火力発電所から排出される石炭灰 6 は 2025
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センター, 2015, pp.192  
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トコンクリートの利用に関する実態調査」, 『日本建築学会技術報告集』, Vol.23, No.1-4, 2006, pp.1-4 
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 モンゴル産フライアッシュに関する先行研究として Narantuya Batmunkh らはモンゴル国
内で採取したフライアッシュに対して，化学的検討を行った上で，モルタル試験体を作製し，
圧縮強度特性について報告した 18 。 
 J. Temuujin らはウランバートル第四火力発電所から入手した Baganuur 炭鉱より採取さ
れた石炭燃焼により排出されたフライアッシュ (以後，Baganuur フライアッシュ)，Shivee 
ovoo 炭鉱より採取された石炭燃焼により排出されたフライアッシュ (以後，Shivee ovoo フ
ライアッシュ) を混和材として使用した硬化体を作成し，建築物への利用可能性について検
討した 19 。凍結融解試験の結果， Baganuur フライアッシュは，Shivee ovoo フライアッシ
ュよりもライムや非結晶性のカルシウム化合物の含有量が少なく，硬化体の耐凍害性が優





 高カルシウムフライアッシュを混和材として使用した先行研究として，Dan Ravina らは
カルシウム含有量が 10 % 以上（ASTM，Class C），10%以下のフライアッシュ（ASTM，Class 
F）をコンクリート混和材としてそれぞれ多量に混和した際の圧縮強度への影響について報
告した 20 。その結果， Class C フライアッシュは反応性の高い結晶質又，非結晶質を多く
含有するため反応性が高く，特に早期の段階（材齢 90 日未満）での強度増進が顕著であっ
                                                        
18 Narantuya Batmunkh, Tetsuya Ishida, H. Nikraz, 「Performance Evaluation of Coal Ash Concrete as Building 
Materials in Mongolia」, 『 2009 World of Coal Ash (WOCA) Conference』, 2009, pp.1-17 
19 J. Temuujin, A. Minjigmaa, B. Davaabal, U. Bayarzul, A. Ankhtuya, Ts. Jadambaa, K.J.D. Mackenzie, 「Utilization 
of radioactive high-calcium Mongolian flyash for the preparation of alkali-activated geopolymers for safe use as 
construction materials」, 『Ceramics International』, Vol.40, 2014, pp.16475-16483 
20 Dan Ravina, P.K. Mehta, 「Compressive Strength of Low Cement / High Fly Ash Concrete」, 『Cement and 









 Yamei Zhang らは，カルシウム，三酸化硫黄の含有量の高いフライアッシュを多量に混和
したコンクリートは水和反応の初期段階でエトリンガイトを生成し，間隙の高密度化が進
行するためカルシウム，三酸化硫黄の含有量の低いフライアッシュを混和したコンクリー
トと比較し，初期材齢で若干の高い強度を示すと報告してる 22 。 
 C.S. Poon らは Class F フライアッシュを混和材として使用し，刺激剤として硬石膏 (無水
硫酸カルシウム。以後，硫酸カルシウム) を添加し，促進養生を行ったモルタルの特性につ







応性及びアルカリシリカ反応抑制効果の評価を目的に API 法を提案している 25 。その結
果，モルタル試験による活性度指数と API 値に高い相関関係が認められ，フライアッシュ
のポゾラン反応性を短時間で評価できると報告した。さらに従来法である JIS 法の場合，
ポゾラン反応性の評価に数ヵ月を要したが，API 法の場合，1 - 2 日という短時間での評価
を可能とした。 
                                                        
21 L. H. Jiang, V. M. Malhotra, 「Reduction in water demand of non-air-entrained concrete incorporating large volumes 
of fly ash」, 『Cement and Concrete Research』, Vol.30, No.11, 2000, pp.1785-1789 
22 Yamei Zhang, Wei Sun, Lianfei Shang, 「Mechanical Properties of High Performance Concrete Made with High 
Calcium Sulfate Fly Ash」, 『Cement and Concrete Research』, Vol.27, No.7, 1997, pp.1093 – 1098 
23 C.S. Poon, S.C .Kou, L. Lam, Z.S. Lin, 「Activation of Fly Ash / Cement Systems Using Calcium Sulfate Anhydrite 
(CaSO4)」, 『Cement and Concrete Research』, Vol.31, No.6, 2001, pp.873 - 881 
24 Yamei Zhang, Wei Sun, Lianfei Shang, 前掲載書 
25 山本武志, 金津努, 「フライアッシュのポゾラン反応性を評価するための促進化学試験法 (API 法) の適




























                                                        
26 楠貞則, 添田政司, 大和竹史, 「フライアッシュコンクリートの簡易品質評価手法に関する研究」, 『土
木学会論文集 E』, Vol.65, No.1, 2009, pp.93-102 
27 林田弘, 永長久彦, 「比色分析によるセメント中の無水硫酸の迅速定量」, 『分析化学』, Vol.12, No.1, 
1963, pp.47-54 
28 西口靖彦, 大阪隆志, 安藤貞, 早坂貴代史, 池田順一, 堀兼明, 須賀有子, 福永亜矢子, 「飼料中のマグネ
シウム，カリウム，カルシウム含量の迅速測定法 2. 比色・比濁法による定量法」, 『近畿中国四国農





















は佐藤 32 の方法を採用した。 






                                                        
29 成田健, 船本憲治, 小川浄, 本田靖博, 高田進治, 嵩英雄, 前掲載書 
30 J. Temuujin, A. Minjigmaa, B. Davaabal, U. Bayarzul, A. Ankhtuya, Ts. Jadambaa, K.J.D. Mackenzie, 前掲載書 
31 Atsushi Suzuki, Hiroo Kashima, Dinil Pushpalal, O. Batmunkh, 「Prediction Model for Compressive Strength of 
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33 Atsushi Suzuki, Hiroo Kashima, Dinil Pushpalal, O. Batmunkh, 「Prediction Model for Compressive Strength of 
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の最適量についての解明を試みた。実験はモンゴル国の Premium Concrete 社の実験室でモ
ンゴル産フライアッシュを混和材として使用したコンクリート供試体を作成し，圧縮強度
試験を実施した。図 1.1 に Premium Concrete 社の外観を示した。 







若林が提案した簡易型 DVD 分光器 35 36 37 38 を組み合わせ，独自の新たな手法を開発し
                                                        
34 環境省自然環境局, 「鉱泉分析法指針 (平成 26 年度改訂)」, 2014, pp.125-126 
35 Fumitaka Wakabayashi, 「A DVD Spectroscope : A Simple, High-Resolution Classroom Spectroscope」, 『Journal 
of Chemical Education』, Vol.83, No.1, 2006, pp.56-58 
36 若林文高, 小川義和, 米田成一, 「潜望鏡型 DVD 分光器の製作と観測スペクトル画像のチャート化」, 
『日本科学教育学会年会論文集』, No.30, 2006, p.441 
37 若林文高, 「博物館を基盤とした初等中等教育レベルでの微視的物質観育成のための教育材開発と発展」, 
『化学と教育』, Vol.54, No.5, 2006, pp.260-263 
38 若林文高, 国立科学博物館教材資料, 潜望鏡型 DVD 分光器ペーパークラフト 
 









 表 1.1 に本論文の第 2 章，第 3 章，表 1.2 に第 4 章，第 5 章で明らかになったことを示
した。 
 
6 本論文の構成  
 本論文の構成を図 1.2 に示した。第 1 章は，研究の背景，本研究の目的，先行研究と本研
究の新規性，未解決の問題の要点と研究方法，明らかになったこと，研究の構成について述
べた。 




 第 3 章では，建築材料としてのモンゴル産フライアッシュの有効利用促進の現状と問題
点の把握を目的として，モンゴル国でインタビュー調査を実施し，フライアッシュの利用実
態，普及の阻害要因の把握，さらに得られた結果から内容分析を行い改善策の提案を行った。 





 第 5 章では現場で実施可能なモンゴル産フライアッシュの組成の簡易評価法の提案とし
て，既存の方法を組み合わせ，現場や分析機器が不足した場所で実施可能な新たな簡易評価
法を開発し，その有効性について検討した。 





表 1.1 本論の第 2 章，第 3 章で明らかになったこと 
































































表 1.2 本論の第 4 章，第 5 章で明らかになったこと 
第 4 章で明らかになったこと 
































第 5 章で明らかになったこと 




















































 鉱 (主に Baganuur 炭鉱，Shivee ovoo 炭鉱)，今後の首都ウランバートル向けの炭 
 鉱計画，炭鉱の環境対策 (主に Baganuur 炭鉱，Shivee ovoo 炭鉱)。 






























第 6 章 結論 
 
各章のまとめ，今後の課題。 
図 1.2 本論文の構成 
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ル国の石炭政策，石炭生産量・消費量・輸出量，石炭の埋蔵量，各炭鉱の情報 (主に Baganuur 
炭鉱，Shivee ovoo 炭鉱)，今後の首都ウランバートル向けの炭鉱計画，炭鉱の環境対策 (主











 モンゴル国は北をロシア，南を中国の 2 つの大国に挟まれた内陸国である。国土はおよそ
156 万 5,000 km2 と日本の約 4 倍の面積を持ち，平均標高が 1,580 m と非常に高く，国土の
約 85 % が標高 1,000 m 以上の高原地帯である 39 。 
                                                        
39 藤田昇, 加藤聡史, 草野栄一, 幸田良介, 『モンゴル 草原生態系ネットワークの崩壊と再生』, 京都大





は高緯度，高標高であるため，冬季の気温は – 30 ℃ を下回り，1 年の約半分は平均気温
が 0 ℃ を下回っており，モンゴル国全土の年平均気温は 0.8 ℃ と非常に低い 41 。表 2.1 
にモンゴルにおける総人口及び，都市人口の推移を示した 42 。総人口は毎年約 2 % の高
い増加率を示し，2015 年現在において総人口は 300 万人を突破した 43 。同時に都市人口
は 2013 年には約 200 万人に達した。 
 中でも首都ウランバートルは 2013 年において人口は 137 万人を超え，総人口に占める
首都ウランバートルの人口は約 47 % であった。加えて都市人口の増加率は 2012 年を除
く全てで 3 - 4 % と非常に高い値となっており，今後数年で 150 万人を超えると予想でき
る。 
 図 2.1 にモンゴル国の人口ピラミッド 44 を示した。モンゴル国は 0 – 14 歳の年少人口
と 15 – 64 歳の生産年齢人口が全体の 9 割以上を占めており，今後更なる成長が予想され
る。 
 表 2.2 に各産業の実質 GDP を示した 45 。GDP とは一定期間に国内で生み出された付
加価値の合計金額であり，実質値とはある年からの物価の上昇・下落分を取り除いた値 (イ
ンフレ・デフレによる物価変動の影響を考慮した実質値) である 46 。第一次，第二次，第
三次産業のいずれの実質値も年々増加し続けており，とりわけ実質値に占める第二次産業
と第三次産業の割合が高い。中でも第二次産業は鉱業の割合が高く，2014 年の第二次産業
の実質値の約 67 % を占めている。加えて，鉱業の実質 GDP に占める割合は 2002 年では 
10 % であったが 47 ，年々増加し続け，2014 年には約 23 % まで達した。今後さらに鉱物
資源開発が進み，鉱業が実質 GDP に占める割合はますます増加すると考えられる。また，
いずれの産業においても実質成長率は上昇し続けているが，とりわけ第一次，第二次産業に 
                                                        
40 前掲載書, p.12 
41 同上書 
42 平井貴幸, 「モンゴル経済の構造変化と成長趨勢」, 『日本とモンゴル』, Vol.49, No.2, 2015, p.18 
43 NATIONAL STATISTICAL OFFICE OF MONGOLIA ホームページ, 入手先〈http://en.nso.mn/〉, 参照 
2015-11-25 
44 世界の人口ピラミッド モンゴル国, 入手先〈http://populationpyramid.net/ja/モンゴル国/2095/〉, 参照 
2015-11-06 
45 平井貴幸, 前掲載書, p.21 
46 内閣府ホームページ, 入手先〈http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/otoiawase/faq/qa1.html〉，参照 2015-11-25 
47 独立行政法人 国際協力機構 , 「モンゴル国石炭開発利用マスタープラン調査」 , 2013, p.1, 入手先





表 2.1 モンゴル国における総人口及び，都市人口の推移 
項目   
年 2010 2011 2012 2013 
総人口(万人) 276.1 281.2 286.8 293 
対前年増加率(%) 1.6 1.8  2.0  2.2  
都市人口(万人) 191.1 189.6 192.7 199.6 
対前年増加率(%) 7.8 -0.8 1.6 3.6 
UB 人口(万人) 124.5 128.7 131.8 137.2 
対前年増加率(%) 4.0  3.4  2.4  4.1  
都市/総人口(%) 69.2 67.4 67.2 68.1 
UB/総人口(%) 45.1  45.8  46.0  46.8  







出典) 世界の人口ピラミッド モンゴル国より著者作成。 
図 2.1 モンゴル国の人口ピラミッド 
 


























表 2.2 各産業の実質 GDP の推移 
  実質値 (兆 Tg)   対 GDP 比 (%)   実質成長率 (%) 
年 2010  2011  2012  2013  2014    2010  2011  2012  2013  2014    2011  2012  2013  2014  
実質 GDP 9.8  11.4  12.9  14.4  15.5    100.0  100.0  100.0  100.0  100.0    16.3  13.2  11.6  7.6  
第 1 次産業 1.1  1.1  1.4  1.6  1.9    11.2  9.6  10.9  11.1  12.3    0.0  27.3  14.3  18.8  
第 2 次産業 3.2  3.5  4.0  4.7  5.4    32.7  30.7  31.0  32.6  34.8    9.4  14.3  17.5  14.9  
第 3 次産業 4.4  5.2  5.7  6.1  6.4    44.9  45.6  44.2  42.4  41.3    18.2  9.6  7.0  4.9  
第 1 次から 3 次産業の
合計 
8.7  9.8  11.1  12.4  13.7    88.8  86.0  86.0  86.1  88.4            





おいてそれぞれ約 19 %，15 % と高い値を示した。 
 近年，経済発展が進むモンゴル国では建設需要の増加に比例し，セメントの需要も大きく
増加しており，今後もさらに需要の増大が見込まれる。表 2.3 に近年のモンゴル国のセメン
表 2.3 近年のモンゴル国のセメントの総消費量，国内生産量及び輸入量の推移 
年 総消費量 (トン) 国内生産 (トン) 輸入品 (トン) 
2009 556,700 267,000 289,700 
2010 1,049,000 450,000 590,000 
2011 1,500,000 420,000 1,041,000 
2012 1,750,000 560,000 1,190,000 
出典) 公益財団法人 地球環境センター，「セメント工場の省エネルギー」より著者作成。 
 
出典) 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 『コールノート 2014 年版』，セメン
ト協会ホームページ「セメントの需要」，公益財団法人 地球環境センター「セメン
ト工場の省エネルギー」，総務省 「人口推計 平成 28 年 1 月報」，国立社会保障人
口問題研究所 「日本の将来推計人口 詳細結果表 推計結果表 表 1 のデータ」，
政府統計の総合窓口 長期時系列データ 「我が国の総計人口 (大正 9 年から平成 12
年)」，平井貴幸, 「モンゴル経済の構造変化と成長趨勢」により著者作成。 

















トの総消費量，国内生産量及び，輸入量の推移を示した 48 。表 2.3 からも明らかなように
セメントの消費量は年々増加していることがわかる。図 2.2 にモンゴル国と日本の一人当
たりのセメントの需要量の比較 49 について示した。日本の場合，1980 年の高度経済成長期
が最も高く，一人当たりのセメントの需要は 749 kg であったが，その後減少を続け，2012 
年から 2014 年では約 350 -370 kg まで減少した。一方モンゴル国の場合，2014 年には一
人当たりのセメントの需要は約 730 kg であり，1980 年の日本に匹敵するセメントの需要
を示した。今後はさらにセメントの需要は増加し，2020 年には約 1,000 kg を超えると予想
されており，セメントの需要はますます増加する。 
しかしモンゴル国では表 2.3 でも示したように，セメントの大部分を中国からの輸入に
依存しており，2012 年のセメントの輸入量は 119 万トンであり，総消費量の約 70 % を占
めた 50 。 
 表 2.4 に輸入セメントと国産セメントの価格の比較 51 ，表 2.5 に 2014 年におけるセメ
ントの輸入額を示した 52 。2013 年 9 月から輸入セメントは 220,000 MNT / トンで販売さ
れており，国産セメントは 160,000 – 185,000 MNT / トンで販売されている。さらにセメン
トの需要が最も高まる夏季と需要が無くなる冬季の価格は大きく異なり，輸入セメントで
も夏季は 300,000 MNT / 袋，冬季は 140,000 MNT / 袋まで変動する 53 。 
                                                        
48  公益財団法人  地球環境センター , 「セメント工場の省エネルギー」 , 2013, p.Ⅳ -9, 入手先
〈http://www2.gec.jp/main.nsf/jp/Activities-GHGmitimecha-jcm2013fs09〉, 参照  2016-01-22  
49 日本のセメント需要の 2012 - 2013 年のデータは，一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 『コールノ
ート 2014 年版』, 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 2015, p.250 のデータを使用した。2014 年
の デ ー タ は セ メ ン ト 協 会 ホ ー ム ペ ー ジ , 「 セ メ ン ト の 需 要 」 , 入 手 日
〈http://www.jcassoc.or.jp/cement/1jpn/jc5.html〉, 参照 2016-01-22 を使用した。 
 モンゴル国のセメント需要は，地球環境センター報告書, 「セメント工場の省エネルギー」, 2013, pp.Ⅳ
16-17 のデータを使用した。 
 2016 年までの日本の総人口は，総務省統計局 , 「人口推計  -平成 28 年 1 月報 -」 , 入手先
〈http://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/201601.pdf〉, 入手日 2016-01-22 を使用した。2017 年以降は，国立社
会保障人口問題研究所 , 「日本の将来推計人口  詳細結果表  推計結果表 表 1-1」 , 入手先
〈http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/sh2401smm.html〉, 参照 2016-01-22 を使用した。1980 年
の総人口は，政府統計の総合窓口, 「長期時系列データ 我が国の総計人口 (大正 9 年から平成 12 年)」, 
入手先〈http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000000090004〉, 参照 2016-01-22 を使用した。 
 2013 年までのモンゴル国の総人口は，平井貴幸, 「モンゴル経済の構造変化と成長趨勢」, 『日本とモン
ゴル』, Vol.49, No.2, 2015, p.18 のデータを使用した。2014 年以降の総人口は，地球環境センター, 「セ
メント工場の省エネルギー」, pp.Ⅳ16-17, 2013 のデータを使用した。 
50 公益財団法人 地球環境センター, 前掲載書, p.Ⅳ-9 
51 同上書, p.Ⅳ-12 
52 佐藤隆保, 「2014 年のモンゴルの貿易」, 『日本とモンゴル』, Vol.49, No.2, 2015, p.48 
53 公益財団法人 地球環境センター, 前掲載書, p.Ⅳ-12 
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 表 2.6 にモンゴル国のセメント工場 (一貫工場) 及び，各セメント工場の生産量の比較 54 
及び，表 2.7 にモンゴル国のセメント工場 (粉砕工場) 及び，各セメント工場の生産量の比




工場と粉砕工場の 2 種類があり，生産量を比較すると約 96 % は一貫工場で生産されてい
ることがわかる。また，モンゴル国の冬季の気温は -30 ℃ にもなるため，建築需要は大幅
に落ち込み，セメントの生産は止まる 60 。 
                                                        
54 公益財団法人 地球環境センター, 前掲載書, p.Ⅳ-13 




58 公益財団法人 地球環境センター, 前掲載書, p.Ⅳ-13 
59 同上書 
60 同上書 
表 2.5 2014 年におけるセメントの輸入額 
項目 2014 2014 年の輸入額合計に占める割合 (%) 
セメント (億ドル) 0.9 1.7 
輸入額合計 (億ドル) 52.4 100 
出典)  佐藤隆保, 「2014 年のモンゴルの貿易」より著者作成。 
表 2.4 輸入セメントと国産セメントの価格の比較 
  MNT *1 USD *2 
輸入セメント (トン) 
150,000  
(2013 年 10 月から 220,000) 
74.5 
(2013 年 10 月から 109) 
国産セメント (トン) 185,000  91.9  
*1 : MNT はモンゴルの通貨 (トゥグリク) の略称である。 
*2 : 2016-02-06 のレートを使用した (1 USD = 2014 MNT)。 











情報提供などの規定が追加変更された 61 。さらに「戦略的鉱床 62 」を国の予算により調
査を実施した場合，上限 50 % まで国が参入できるようになり，それ以外は上限 34 % と
                                                        
61 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 前掲載書, p.191 
62 「戦略的鉱床とは，国家安全保障上，経済・社会開発上インパクトを与えるポテンシャルのあるもの又
は，モンゴルの国内総生産の 5 % 以上に匹敵する生産高を算出するあるいは生産能力を有する鉱床と
定義されており (第 4 条)，戦略的鉱床として 15 箇所，戦略的鉱床候補として 39 箇所の鉱床が登録
されている。」吉本 誠, 「モンゴルにおける鉱物資源開発の現状について」, 『産研論集 (関西学院大
学) 』, Vol.38, p.63, 2011, 入手先〈http://www.kwansei.ac.jp/i_industrial/attached/0000027794.pdf〉, 参照 
2016-02-02, 国による鉱業権益保有比率 8 戦略的鉱床から引用した。 
表 2.6 モンゴル国のセメント工場 (一貫工場) 及び，各セメント工場の生産量の比較 
社名 所在地 生産量 (トン / 1 年) 
EREL Cement Dharhan 120,000 
Khutul Cement Khutul 280,000 
Nalgar Tusig Naraiha 70,000 
Khovd Cement Khovd 10,000 
出典)  公益財団法人 地球環境センター，「セメント工場の省エネルギー」より著者作
成。 
 
表 2.7 モンゴル国のセメント工場 (粉砕工場) 及び，各セメント工場の生産量の比較 
社名 所在地 生産量 (トン / 1 年) 
Central Asia Ulaanbaatar 30,000 
Erdes Cement Ulaanbaatar 2,000 - 3,000 
Mizu Cement Ulaanbaatar - 
Stroi Industral Erdenet 1,000 - 2,000 
Teerin Shonhor Dorngovi 1,000 - 2,000 




なった 63 。表 2.8 に 2006 年に改定された鉱物資源法の概要を示した 64 。 
 また，2007 年から現鉱業省内で石炭の管理・環境・利用政策に関する検討が始まり，現
在は (1) 石炭の管理及び運営，(2) 環境保全並びに環境修復，(3) 投資，(4) 石炭分野の発
展，(5) 燃料の電力産業への供給，(6) 輸出，(7) 石炭の処理及び利用技術，(8) 中小企業の




                                                        
63 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 前掲載書, p.191 
64 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書, pp.75-77 
65 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 前掲載書, p.191 
表 2.8 2006 年に改定された鉱物資源法の概要 
規定 内容 
国による鉱業権保有比率  
(第 5 条) 
国の予算により戦略的鉱床を調査した場合，上限 
50 % ，それ以外は上限 34 % まで国が参入でき
る。 
探査権・採掘権保有資格  




(第 21，22 条及び第 27，28 条) 
探査権は最長 9 年，採掘権は最長 70 年となっ
た。 
投資協定 
 (第 29 条) 
投資額に応じて，法人税や輸入税等の固定化が保
証される。(5 千万 US ドル以上：5 年間，1 億 US 
ドル以上：15 年間，3 億 US ドル以上：30 年間) 
鉱区税  




 (第 43 条) 
外国人労働者の割合は 10 % 以下でなければなら
ない。 
環境保全義務 





(第 47 条) 
鉱物資源販売価格の 5 % を収める(国内向け燃料
用石炭及び広範囲に存在する鉱物資源は 2.5 %)。 
情報提供 
(第 48 条) 
探査権・採掘権保有者は一般市民に対し，生産・
販売情報の公開を義務化した。 



















図 2.3 モンゴル国の石炭生産量，消費量，輸出量の推移 
出典) 一般財団法人 石炭エネルギーセンター，『コールノート 2014 年版』より著者
作成。 
 
図 2.4 モンゴル国の石炭生産量，消費量，輸出量の今後の予想 
出典) 一般財団法人 石炭エネルギーセンター，『コールノート 2014 年版』より著者
作成。 
100,000 





















内消費量の推移 66 ，図 2.4 にモンゴル国の石炭生産量，消費量，輸出量の今後の予測につ
いて示した 67 。モンゴル国の石炭生産量は年々増加しているが，2007 年まで 1,000 万ト
ン以下であり，生産した石炭の内，約 66 % を国内で消費していたことがわかる。しかし 
2003 年以降，徐々に南ゴビ地域から中国への石炭輸出が始まり，2010 年には生産量は急激
に上昇し，2011 年には約 3,300 万トンまで増加した 68 。また，生産量の増加に伴い輸出
量も 2010 年に急上昇し，2011 年には 2,000 万トン以上となった。さらに今後も石炭の生
産量，消費量，輸出量は増加することが予測されており，2025 年には生産量は 9,000 万ト 
                                                        
66 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 前掲載書，p.195 
67 同上書 
68 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書，p.85 
 
図 2.5 モンゴル国の炭田状況 





表 2.9 モンゴル国の炭田別石炭資源量 (百万トン) 
炭田名 確認資源量 埋蔵量 合計 
Alati Chandmani 3.1 12,300.0 12,303.1 
Choibalsan 213.2 14,700.7 14,913.9 
Dornogovi - 23,534.0 23,534.0 
Dundgovi 104.1 13,117.2 13,221.3 
Ikh Bogd 5.2 3,450.0 3,455.2 
Mongol Altai 49.0 10,040.6 10,089.6 
Nyalga Choir 5,932.0 14,401.1 20,333.1 
Ongiin Gol 42.6 1,471.1 1,513.7 
Orkhon Selenge 408.8 7,295.3 7,704.1 
Sukhbaatar 68.0 4,190.2 4,258.2 
Tamsag 190.0 31,830.0 32,020.0 
Umnugovi 2,960.0 10,070.0 13,030.0 
Uvurkhangai 4.2 1,221.9 1,226.1 
合計 10,152.7 152,214.8 162,367.5 




図 2.6 モンゴル国の炭鉱の位置 








 図 2.5 にモンゴル国の炭田状況を示した 69 。国中に埋蔵している石炭の内，約 3 割が瀝
青炭 - 亜瀝青炭であり，残りが褐炭である。生成年代別の石炭の傾向として，石炭紀・ペ
                                                        
69 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 前掲載書，p.192 
表 2.10 Baganuur 炭鉱並びに Shivee ovoo 炭鉱の現地調査結果 
 Baganuur (Aug. 20, 2015) Shivee-ovoo (Aug. 21, 2015) 
設立 (年) 1978 1990 
首都からの距離 (km) 125  270  
鉱床の規模 (km) 12.5 × 3.6   20 × 2.5 × 100 m (depth) 
石炭資源量 (億トン) 6 6 
可採埋蔵量 (億トン) 1 0.23  
従業員 (人) 1,000 以上 500 
2014 出炭量 (万トン) 300  





にのみ  180 万トン供給し
た。) 
石炭の価格 (Tg / トン) 22,500  26,000  
石炭の種類 褐炭 褐炭 
熱量 (kcal / kg) 3,360 3,000 
湿分 (%) 37.5 44 
灰分 (%) 17.5 8-10 
硫黄含有量 (%) - 1 以下  
Ca 含有量が高い理由 石炭が若い 石炭が若い 
その他 1. Shivee ovoo 炭鉱は  
  Baganuur 炭鉱より若
い 
  石炭が多い。 
2. 灰分は Shivee ovoo 炭 
  鉱の石炭より多いが， 
  湿分は少ない。 
3. 尾鉱の主成分はカオリ 
  ンである。 
4. 特に Baganuur 炭鉱の 
  石炭の場合は，坑内採 
  鉱の石炭は露天掘りの 
  石炭よりも熱量の面に 
  おいて優れている。 
1. 石炭は 800°C - 1000°C  
  で乾燥させ，湿分を 30 %  
  にした後，火力発電所へ 
  供給している。これによ 
  り，熱量は 3,200 – 3,300  
  kcal/kg に増加する。 
2. 熱量，湿分，灰分，硫黄含 
  有量，粒度を管理してい 
  る。 
3. 同じ場所を採掘する期間 
  は約 1 ヵ月であり， 
  日々，石炭の品質は変化 
  する。     
Interviewee in Baganuur : Mr. D. Altangerel (Specialist Innovation and Development, Baganuur 
Joint Stock Company) 
Interviewee in Shivee-ovoo : Mr. Chimeddorj Munkhbaatar (Vice President and Deputy Director, 
Shivee Ovoo Joint Stock Company) 
Interviewer: Dinil Pushpalal, Professor, Tohoku University 
26 
 
ルム紀は瀝青炭 - 亜瀝青炭，ジュラ紀は亜瀝青炭，白亜紀は褐炭が主体である 70 。また，
西部に瀝青炭 - 亜瀝青炭が多く，東部に亜瀝青炭 - 褐炭が埋蔵していることがわかる。 
 表 2.9 にモンゴル国の炭田別石炭資源量を示した 71 。石炭資源は国中に広く存在し，石
炭の総資源量は 1,623 億トンであり， 100 億トン以上の埋蔵量の炭田は東部や南部に多く
存在することがわかる。 
 図 2.6 にモンゴルの炭鉱の位置について示した 72 。炭鉱開発は現在，モンゴル国全体で
進んでおり，国内向けの石炭生産は首都ウランバートルから近い東部の Baganuur 炭鉱並び
南部の Shivee ovoo 炭鉱の石炭であり，その大半が首都ウランバートルの火力発電所で使
用されている 73 。さらに， Baganuur 炭鉱は生産能力増強に関する計画が進行しており 74 ，
加えて，Shivee ovoo 炭鉱もウランバートル第 5 火力発電所計画に伴い増産を計画してお
り 75 ，今後さらなる生産量の増加が予想されている。 
 また，南部の南ゴビでは良質な原料炭が産出する炭鉱が開発され，生産した多くの石炭を
中国へ輸出している 76 。中でも代表的な炭鉱は，Ukhaa Kjudag 炭鉱，Erdenes Tavan tolgoi 
炭鉱，Nariyn sukhait 炭鉱，Qinhua-Mak Nariyn sukhait 炭鉱，Ovoot tolgoi 炭鉱があり，2011 
年にはこの 5 炭鉱の石炭生産量は合計 2,000 万トンに達した 77 。今後は Tavan tolgoi 炭
鉱，Baruun naran 炭鉱の開発も計画中であり，更なる生産量の増加が予想できる。 
 
3.4 Baganuur 炭鉱，Shivee ovoo 炭鉱 
 ここで，国内向け石炭の生産を行っており，第四火力発電所に石炭を供給している 
Baganuur 炭鉱並びに Shivee ovoo 炭鉱について述べる。表 2.10 に Baganuur 炭鉱並びに
Shivee ovoo 炭鉱の現地調査結果，図 2.7 に Baganuur 炭鉱，図 2.8，図 2.9 に Shivee ovoo 炭
鉱，図 2.10 に Shivee ovoo 炭鉱で使用されている掘削機 (excavator) の写真を示した。 
 まず，Baganuur 炭鉱であるが，現ロシアにより開発が進められ，1978 年に出炭を開始し，
生産した石炭の大部分は首都ウランバートルにある火力発電所に運ばれている。 
                                                        
70 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 前掲載書，p.192 
71 同上書 
72 同上書, p.193 
73 同上書 
74 一般財団法人 石炭エネルギーセンター , 「コールデータバンク モンゴルの最新情報」 , 入手先
〈http://www.jcoal.or.jp/coaldb/news/2015/05/2-2.html〉, 参照 2015-10-29 





 この鉱床の鉱区内は長さ 12.5 km，幅 3.6 km である。石炭資源量は 6 億トンであり，可
採埋蔵量は 1 億トンである。また 2014 年における石炭生産量は 300 万トンであったが，
今後は，韓国のヒョンドン社との提携により Baganuur 還流工場が建設された場合， 50 万
トンの増産，建設予定であるウランバートル第五火力発電所に 2016 年から 50 万トン，
2020 年以降は 100 万トンを供給予定であり，2020 年の出炭量は合計 550 万トンに達す
ると予測されている 78 。 
 石炭の品質であるが，石炭の種類は主に褐炭であり，灰分は 17 %，湿分は 37.5 %，熱量 
量は 3,360 kcal / kg である。 
 次に Shivee ovoo 炭鉱であるが，1990 年に採掘が開始し，採掘された石炭のほぼ全てが
首都ウランバートルの火力発電所に運ばれている。 
 この鉱床の鉱区内は長さ 20 km，幅 2.5 km である。石炭資源量は 6 億トンであり，可
採埋蔵量は 0.23 億トンである。 
 また 2014 年における石炭生産量は 200 万トンであったが，今後は，建設予定であるウ
ランバートル第五火力発電所及び第四火力発電所に合計 450 万トン供給する予定である 
79 。 
 石炭の品質であるが，石炭の種類は主に褐炭であり，灰分は 8 - 10 %，湿分は 44 %，熱
量は 3,000 kcal / kg であるが，湿分が高いため，800 - 1000°C で乾燥させ，湿分を 30 % に
した後，火力発電所へ供給している。さらに供給する石炭の 熱量，湿分，灰分，硫黄含有




 表 2.11 に主な国内発電所における石炭需要予測を示した 80 。2025 年までの石炭の需要
増加の主な理由は新たにウランバートル第五火力発電所の建設であることがわかる。 
 表 2.12 に国内火力発電所向け炭鉱の 2025 年までの生産計画について示した 81 。首都
ウランバートル市内の主な発電所に石炭を供給している Baganuur 炭鉱， Shivee ovoo 炭鉱， 
                                                        
78 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書, pp.102-103 
79 同上書, p.103 
80 同上書, p.116 
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図 2.7 Baganuur 炭鉱 
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写真の提供者: Dinil Pushpalal, Professor, Tohoku University 
 
         図 2.9 Shivee ovoo 炭鉱 
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表 2.11 主な国内発電所における石炭需要予測 (千トン) 
名称 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 
ウランバートル第二火力発電所 650 650 650 650 650 650 650 650 650 650 
ウランバートル第三火力発電所 1,178 1,184 1,189 1,195 1,201 1,203 1,204 1,205 1,206 1,207 
ウランバートル第四火力発電所 3,723 3,723 3,723 3,723 3,723 3,723 3,723 3,723 3,723 3,723 
ダルハン (Darkhan) 火力発電所 610 625 625 630 630 630 631 631 630 630 
エルデネト (Erdenet) 火力発電所 410 407 407 407 407 407 407 407 407 407 
ウランバートル第五火力発電所 (建
設予定) 
1,830 1,830 1,830 1,830 3,620 3,620 3,620 3,620 3,620 3,620 
合計 8,401 8,419 8,424 8,435 10,231 10,233 10,235 10,236 10,236 10,237 






表 2.12 2025 年までの国内火力発電所向け石炭の各炭鉱別生産計画 (千トン) 
炭鉱 2016 - 2020  2021 - 2025  
Baganuur 5,200 5,600 
Shivee ovoo 3,739 4,480 
Sharyn gol 1,000 - 1,500 1,500 - 1,000 
Ulaan ovoo 1,224 1,224 




表 2.13 Baganuur 炭鉱における環境保全対策  
     項目           内容 
地下水の利用 









年から総面積 120.5 ha の土地を修復した。 








・従業員に対して年に 2 回の健康診断を実施し 
ている。 
監査員による炭鉱の調査及び指摘 








Sharyn gol 炭鉱，Ulaan ovoo 炭鉱を対象にした。このデータから，ウランバートル第五発電




 表 2.13 に Baganuur 炭鉱における環境保全対策について示した 82 。Baganuur 炭鉱は外
部からの監査員の視察などもあり，様々な環境保全対策に力を入れていることがわかる。図
2.11 に Baganuur 炭鉱の採掘跡地の再生状況を示した。ここは以前採掘を行った場所であ
ったが土を埋め戻した結果，植物の自生が確認できた。 
















 図 2.13 に第四火力発電所の管理棟，図 2.14 に第四火力発電所のタービン及びボイラー
建屋を示した。第四火力発電所はウランバートル市を中心とした中央エネルギー系統の電
力の 71 % ，熱需要の 63 % を供給している。さらに， 74 の建造物と 3 - 20 km 範囲内に 
                                                        
82 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書, pp.278-281 





写真の提供者: Dinil Pushpalal, Professor, Tohoku University 
 
図 2.11 Baganuur 炭鉱の採掘跡地の再生状況 
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ており，モンゴル国における最大規模の火力発電所である 85 。  
 また，発電所の経営体制は 2001 年から政府が株式の 100 % を保有する国営企業となり，
2012 年には従業員は技術者も含め 1,400 名以上となった 86 87 。 
 モンゴル第四火力発電所は 1983 年に運転が開始され，1987 年には出力 380 MW に達し
た。その後，設備の増設等により出力は増加し続け，1988 年から 1990 年には 160 MW ，
2007 年，2009 年には 2 × 20 MW の容量が追加され，合計出力 580 MW に達した 88 。 









                                                        
84 第四火力発電所と灰捨て場の実際の位置関係は図 3.1 に記載した。 
85 モンゴル第四火力発電所パンフレット, 「THE ULAAMBAATAR “THERMAL POWER PLANT ♯4” Co.」 
86 同上書 
87 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書, p.172 
88 モンゴル第四火力発電所パンフレット, 前掲載書 
89 同上書 
90 同上書 
表 2.14 モンゴル国の火力発電所 
発電所 
運転開始 
(年) 出力 (MW) 
ウランバートル第 1 火力発電所 1934 廃止 
ウランバートル第 2 火力発電所 1961 24 
ウランバートル第 3 火力発電所 1970 148 
ウランバートル第 4 火力発電所 1983 580 
ダルハン火力発電所 1965 48 
エルデネト火力発電所 1987 28.8 
チョイバルサン火力発電所 1967 36 
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図 2.13 第四火力発電所の管理棟 
 
 







表 2.15 第四火力発電所の主な設備 
名称 項目   
ボイラー 
(8 基) 
型式 BKZ-420-140-10C (ロシア製) 
容量 420  ton 
温度 560 ℃ 
圧力 140 kgf / cm2 / h  
蒸気タービン 
(3 基) 
型式 T-100-130 (ロシア製) 
出力 100 MW / h 
熱量 175 Gcal / h 
蒸気タービン 
(2 基) 
型式 PT-80-130 (ロシア製) 
出力 100 MW / h 
熱量 220 Gcal / h 
蒸気タービン 
(1 基) 
型式 PT-80-130 (ロシア製) 
出力 80 MW / h 
熱量 220 Gcal / h 
蒸気タービン 回転数 3000 rpm 
変圧器 
  






名称 Baganoor, Shivee Ovoo 
発熱量 3100 - 3500 kcal / kg 




貯炭量 240,000 ton 
運炭設備 
型式 BPC-125 型 
量 125 ton / 5 min 
燃料 
燃料 M-100 型 重油 
使用量 25 tons / h 
容量 5,000 m
3 
浄水システム   陽イオン交換システム 




3 / h 
出典) ウランバートル第四火力発電所パンフレット，「THE ULAANBAATAR “THERMAL 














 表 2.16 に現行及びに，今後新設される火力発電所の排出基準値を示した 92 。第四火力
発電所は表中の石炭供給能力 221 – 420 ton / h，首都ウランバートル人口密度は 254 人 / 
km2 であり 10 – 1000 人 / km2 に分類される。現在，第四火力発電所には電気集塵機は設
置されているが，脱硝装置及び脱硫装置は設置されていない。しかし，JICA の調査による 
                                                        
91 固体と液体を混合した懸濁液。 
92 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書, p.221 
 
出典) ウランバートル第四火力発電所パンフレット，「THE ULAANBAATAR “THERMAL 
POWER PLANT ♯4” Co.」より著者作成。 
 











































表 2.16 現行及び今後新設される火力発電所の排出基準値 
対象物質 
現在 今後新設の発電所 
MNS 5919-2008 MNS 6298-2011 
石炭供給能力 
(ton / h) 
濃度*2 
(mg / Nm3) 
人口密度 
(人 / km2) 
濃度*2 
(mg / Nm3) 
CO 
(mg / m3) 
221 - 420 180 10 - 1000 180 
76 - 220 300 10 300 
SO2 
(mg / m3) 
221 - 420 1200 10 - 1000 400 
76 - 220 1485 10 600 
煤塵 
(mg / m3) 
221 - 420 200 10 - 1000 50 
76 - 220 10800 10 200 
     
NOx  
(mg / m3) 
221 - 420 715 Vdaf<10 % *1 1100 
76 - 220 1100 
10% < Vda f< 
20% *1 
650 
*1 V daf : Dry Ash Free Basis の略語であり，無水無灰ベース。 











と，SO2，NOx，煤塵の排出量は基準値を満たしている 93 。 
 今後新設される火力発電所の排出規制はより厳しい値が設定されているが，第四火力発
電所は脱硝装置，脱硫装置が設置されていない状態であっても SO2 ，NOx の排出規制値を
満たしているため，少なくともそれぞれの排出量は 1200 mg / Nm3 ,715 mg / Nm3 であると
予想できる。 
 新たに建設された火力発電所が基準値を満たすためには，脱硫装置の場合，脱硫率 70 % 
程度の技術が必要になる。だがこの値を満たすことは，乾式脱硫装置の導入により達成でき
る 94 。同様に脱硝装置の場合，脱硝率 40 % 程度の技術が必要になるが，炉内燃焼等の改
善又は炉内無触媒脱硝法によって達成可能である 95 。煤塵は電気集塵機の設置により達成
可能であり，CO に関しては特別な技術の導入は不要である 96 。 
 図 2.17 に第四火力発電所の写真を示した。日本の火力発電所とは異なり，第四火力発電
                                                        
93 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書, p.221 
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97 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書,, pp.282-285 
























・発電所から約 20 km 離れた場所に設置した 12 箇所の井 






























                                                        
98 中部電力ホームページ, 入手先
〈http://www.chuden.co.jp/energy/ene_energy/thermal/hat_thermal/sekitan/index.html〉, 参照 2015-11-30 






出典： 中部電力 ホームページ 
(https://www.chuden.co.jp/energy/kankyo/hatsudensho/hat_thermal/sekitan/index.html) より。 
 













図 2.18 にフライアッシュの発生過程について示した 101 。図中の (1) – (5) は以後の文中











2014 年に第四火力発電所から石炭燃焼による排出されたフライアッシュは約 34 万トン
であった。 
 また表 2.18 に第四火力発電所及び第五火力発電の石炭需要量から算出した 2025 年まで
の石炭灰の排出量の予測結果を示した 102 。今後はウランバートル第五発電所の建設も計
                                                        
101 中部電力 ホームページ，入手先
〈http://www.chuden.co.jp/energy/ene_energy/thermal/hat_thermal/sekitan/index.html〉, 参照 2015-11-13 
102 独立行政法人 国際協力機構, 「モンゴル国石炭開発利用マスタープラン調査」, 2013, p.116, 入手先
〈http://open_jicareport.jica.go.jp/pdf/12145900.pdf〉, 入手日 2015-10-31 のデータ及び，中部電力ホームペ
ージ , 入手先〈http://www.chuden.co.jp/energy/ene_energy/thermal/hat_thermal/sekitan/index.html〉 , 参照 
2015-11-30 を使用し，算出した。すなわち，第四火力発電所と第五火力発電所の石炭需要量の 10 % を
石炭灰排出量とした。 
表 2.18 第四火力発電所及び第五火力発電の石炭需要量から算出した 2025 年までの石
炭灰の排出量の予測結果 (千トン) 
  2016 - 2019  2020 - 2025  












四火力発電所では発電所から約 3 km 先の灰捨て場にスラリー状にした後，配管を通じて
運ばれ，廃棄されている 103 。図 2.19，図 2.20，図 2.21，図 2.22 に第四火力発電所の灰捨
て場の写真を示した。しかし，その他の発電所は電気集塵機が設置されておらず，空気中に
直接放出されているのが現状である。WHO が定めたガイドラインによると微小粒子状物質
（PM 2.5），浮遊粒子状物質（PM 10）の年平均値はそれぞれ 10 μg / m3，20 μg / m3 である
が 104 ，首都ウランバートル市内の PM 2.5，PM 10 の年平均値は 64 μg / m3，140 μg / m3 
であり 105 ，約 7 倍も高い値となっている。加えて，2009 年に JICA が実施したウランバ
ートル市の大気汚染物質排出量調査では，PM 10 は火力発電所からの発生量が最も大きく，
全体の約 4 割りを占めている 106 。これらのフライアッシュは風で飛散し，周辺地域の環
境汚染，長距離越境汚染に加え，人体へ悪影響を及ぼす可能性が示唆されている。 
周辺地域の環境汚染に関する研究として，上宮らは微粉炭燃焼灰を pH = 3, 5, 7, 11 の緩
衝溶液に透過させ人体に有害とされる金属元素の溶出挙動を検討した 107 。その結果，多く
の金属元素で  pH が低下するにつれて溶出量が上昇したと報告した。また，Bulgan 
Tumendemberel は首都ウランバートル，テラルジで採取した降雨試料を分析した結果，それ
ぞれ pH 4.8 - 8.3 ，pH 4.3 - 7.3 であったと報告した 108 。そのため，降雨による灰捨て場等
に廃棄されたフライアッシュ中の重金属類の溶出及び土壌汚染の可能性が考えられる。 
                                                        
103  K. Sarath Guttikunda, Sereeter Londovsamba, Baldori Bulgansaikhan, Batdori Dashdondog, 「 Particulate 
Pollution in Ulaanbaatar, Mongolia」, 『Air Quality, Atmosphere and Health』, Vol.6, No.3, 2013, pp.592-593 
104 WHO, 『Air Quality Guideline』, WHO, 2014, p.9, 入手先
〈http://apps.who.int/iris/bitstream/10665/69477/1/WHO_SDE_PHE_OEH_06.02_eng.pdf〉, 参照 2015-11-30 
105  WHO, 『 Ambient (Outdoor) Air Pollution Datebase 2014 』 , WHO, 2014, 入 手 先
〈http://www.who.int/phe/health_topics/outdoorair/databases/cities/en/〉, 参照 2015-11-30 
106 独立行政法人 国際協力機構, 「モンゴル国ウランバートル市大気汚染対策能力強化プロジェクト詳細
計画策定調査報告書」, 2012, p.119, 入手先〈http://open_jicareport.jica.go.jp/pdf/12082079_01.pdf〉, 参照 
2015-10-31 
107 上宮成之, 宮田真, 小島紀徳,「 微粉炭燃焼フライアッシュからの微量有害金属元素の溶出性の経時変
化に与える pH の影響」, 『化学工学論文集』, Vol. 20, No. 6, 1994, pp.865–871 
108 Bulgan Tumendemberel, 「Determination of Unanalyzed Components in Precipitation Water」, 『EANET Research 



































体比から、大陸の石炭燃焼によって発生したものであると報告している 110 。 
 人体への影響として，石炭、ディーゼル燃料燃焼排気粒子には多環芳香族炭化水素や多環
芳香族炭化水素キノン類が含まれており、これらの一部は強い発がん性や生体内での活性






の比較を示した 113 。2014 年の日本の一人当たりの石炭灰発生量は 101 kg であり，モン
ゴル国では 149 kg と日本の約 1.5 倍多く発生していることがわかる。さらにモンゴル国
                                                        
109 鈴木亮太, 吉野彩子, 兼保直樹, 高見昭憲, 林政彦, 原圭一郎, 渡邉泉, 畠山史郎, 「長崎県福江島・福岡
県福岡市におけるエアロゾル金属成分の特徴と発生源推定」, 『大気環境学会誌』, Vol.49, NO.1, 2014, 
pp.15 - 25 
110 向井人史, 田中敦, 藤井敏博, 「降雪中の鉛同位体比と汚染の長距離輸送との関係」, 『大気環境学会誌』, 
Vol. 34, No.2, 1999, pp.86 - 102 
111 片山祐規, 後藤知子, 亀田貴之, 唐 寧, 松木篤, 鳥羽陽, 早川和一, 「日本および中国における大気粒
子中多環芳香族炭化水素キノンの観測-濃度レベルの把握と発生要因の検討-」, 『大気環境学会誌』, 
Vol.46, No.1, 2011, pp.20 - 29 
112 香川順, 「粒子状物質の健康リスクの評価」, 『エアロゾル研究』, Vol. 3, No. 2, 1988, pp.124 – 128 
113 2014 年までの日本の石炭灰の発生量は，一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 『コールノート 2014 
年版』, 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 2015, p.224 のデータを使用した。2014 年以降は，原
発の再稼働や再生エネルギーの増加により，今後石炭火力発電が増加する可能性は低いため，最も石炭
灰発生量の多い 2014 年の発生量を使用した。 
   2014 年のモンゴル国の石炭灰発生量は，プシュパラールのインタビュー調査結果を使用した (439,520
トン)。2012, 2013 年の石炭灰発生量は，著者らのインタビュー調査結果(毎年約 300,000 トン)にクリン
カアッシュ (100,000 トン発生すると仮定した) の発生量の合計値とした。2015 年はデータなしのため，
2014 年と同じ値を用いた。2016 年以降は本論文の表 2.18 第四火力発電所及び第五火力発電の石炭需
要量から算出した 2025 年までの石炭灰排出量の予測結果 (千トン) の値を用いた。 
  2016 年までの日本の総人口は，総務省統計局 , 「人口推計  -平成 28 年 1 月報 -」 , 入手先
〈http://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/201601.pdf〉, 入手日 2016-01-22 を使用した。2017 年以降は，国立
社会保障人口問題研究所 , 「日本の将来推計人口  詳細結果表  推計結果表 表 1-1」 , 入手先
〈http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/sh2401smm.html〉, 参照 2016-01-22 を使用した。 
 2013 年までのモンゴル国の総人口は，平井貴幸, 「モンゴル経済の構造変化と成長趨勢」, 『日本とモン
ゴル』, Vol.49, No.2, 2015, p.18 のデータを使用した。2014 年以降の総人口は，地球環境センター, 「セ
メント工場の省エネルギー」, pp.Ⅳ16-17, 2013 のデータを使用した。 
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では 2020 年の一人当たりの石炭灰発生量は 224 kg と日本の 2 倍以上になると予想され
ている。しかし，2013 年の日本の石炭灰の有効利用率は 96.7 % とほぼ全ての石炭灰が有
効利用されている反面，第Ⅲ章で述べるがモンゴル国では，主にフライアッシュはコンクリ
ート混和材に利用されているが，排出された全量の内，約 3 % しか利用されていない。仮
にモンゴル国のセメント会社やレディーミクストコンクリート会社が廃棄されるフライア
ッシュをフライアッシュセメントやコンクリート混和材として置換率 10 % で使用した場
合，著者の推計では中国から輸入するセメント量を約 33.8 万トン削減でき，3,684 万ドル
 
出典) 一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 『コールノート 2014 年版』，公益財団
法人 地球環境センター「セメント工場の省エネルギー」，総務省 「人口推計 平成 28
年 1 月報」，国立社会保障人口問題研究所, 「日本の将来推計人口 詳細結果表 推計結
果表 表 1 のデータ」，政府統計の総合窓口, 長期時系列データ 「我が国の総計人口 (大
正 9 年から平成 12 年)」，平井貴幸, 「モンゴル経済の構造変化と成長趨勢」, 著者らの
インタビュー結果により著者作成。 
 






















 表 2.19 に著者が化学分析を実施し，得られた各種フライアッシュの特性の比較結果を示
した。表中の Shivee ovoo 1，2，3，Baganuur 1，2 はそれぞれ Shivee Ovoo フライアッシュ，
Baganuur フライアッシュであり，全て第四火力発電所からの入手したものだが，フライア
ッシュの採取日が異なるものである。また，比較のために日本の N 火力発電所から採取し
たフライアッシュ (以後，NFA とする) 並びに，モンゴル国の Oyu Tolgoy 炭鉱の石炭燃焼
により生じたフライアッシュ (以後，Oyu Tolgoy とする。また，Oyu Tolgoy は第四火力発電
所以外の火力発電所から入手した) についても示した。 
                                                        
114 推計結果は 2014 年の結果である。2014 年のフライアッシュ排出量は 33.8 万トン (プシュパラール





表 2.19 各種フライアッシュの特性の比較結果 
Type of FlyAsh 







SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 TiO2 K2O Na2O 
NFA 55.6 28.5 4.9 2.4 0.5 0.4 2.2 1.9 0.3 2.4 8.7 
Shivee Ovoo 1 27.1 10.0 7.5 35.0 6.3 8.3 0.6 0.7 1.5 1.0 1.9 
Shivee Ovoo 2 43.4 14.7 11.9 18.6 4.1 1.8 0.9 2.1 0.9 0.4 14.8 
Shivee Ovoo 3 29.3 10.7 10.5 34.3 5.8 4.2 0.8 0.9 1.5 0.2 5.4 
Baganuur 1 52.4 15.7 9.1 15.5 1.6 1.0 1.0 1.9 0.3 0.8 14.4 
Baganuur 2 48.0 14.7 13.3 17.9 1.7 1.0 0.9 1.3 0.5 0.7 18.3 
Oyu Tolgoy 36.7 10.0 3.9 4.0 0.2 1.8 0.8 0.8 0.3 40.4 - 
*1 蛍光エックス線装置による半定量分析の結果。 





 フライアッシュの化学成分は蛍光エックス線装置 115 により分析した。Ig.loss とは未燃
焼炭素量 116 を表しており，平均粒径はレーザー回折粒度分布装置 117 を使用し分析した。
分析方法の詳細は第Ⅳ章で述べる。 





また，NFA は SiO2，Al2O3 の含有量が多く，CaO の含有量が少ない点が特徴であるが，
Shivee ovoo 1，2，3，Baganuur 1，2 はいずれも CaO 含有量が 10 % 以上とカルシウム含
有量が高い点が一番の大きな特徴である。その他に Shivee ovoo 1, 2, 3 は MgO と SO3 の
含有量も高い値を示した。 
 図 2.24 にフライアッシュの粉末エックス線回折結果 118 を示した。下から順に NFA，
Baganuur 1，Shivee ovoo 2，3 である。またそれぞれのフライアッシュは表 2.19 で示したも
のと同一である。図 2.24 より明らかなように，NFA には Quartz と Mullite 119 の含有量が
多いことがわかる。また，θ = 22° 付近に大きな非結晶質の存在が確認できる。 Baganuur 1 
には Quartz と Mullite，Lime 120 が含有されていることがわかる。Shivee ovoo 2，3 には 
Quartz，Anhydrite，Lime，Hematite，Periclase 121 が含有されていることがわかる。また，表 
 
                                                        
115 X-ray Fluorescence。測定した試料の化学組成等を求めることができる。蛍光エックス線装置の原理は「X
線を物質に照射し発生する固有Ｘ線 (蛍光 X 線) を利用する方法である。蛍光 X 線とは，照射した X
線が物質構成原子の内殻電子を外殻にはじき出し，空いた空間 (空孔) に外殻電子に落ちてくる時，余
ったエネルギーが電磁場として放射されたものである。」株式会社 日立ハイテクサイエンスホームペ




117 laser diffraction particle size analyzer。測定した試料の粒度分布等を求めることができる。レーザー回折粒
度分布装置の原理は「粒子群にレーザ光を照射し、そこから発せられる回折・散乱光の強度分布パター
ン か ら 計 算 に よ っ て 粒 度 分 布 を 求 め る 方 法 」 SHIMADZU ホ ー ム ペ ー ジ , 入 手 先
〈http://www.an.shimadzu.co.jp/powder/lecture/middle/m01.htm〉, 参照 2016-02-06 より引用した。 
118 powder X‐ray diffraction。測定した試料の結晶構造等が明らかになる。粉末エックス線装置の原理は「試
料に X 線を照射した際、X 線が原子の周りにある電子によって散乱、干渉した結果起こる回折を解析
することを測定原理としています。」一般財団法人 日本分析機器工業会ホームページ , 入手先
〈http://www.jaima.or.jp/jp/basic/xray/xrd.html〉, 参照 2016-02-06 より引用した。 
119 鉱物名称。化学式で表した場合，NFA は Quartz (SiO2), Mullite ()。 
120 鉱物名称。化学式で表した場合，Baganuur 1 は Quartz (SiO2), Mullite (), Lime (CaO)。 
121 鉱物名称。化学式で表した場合，Shivee ovoo 2，3 は Quartz (SiO2), Anhydrite (CaSO4), Lime (CaO), 
Hematite (Fe2O3), Periclase (MgO)。 
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図 2.25 に Shivee ovoo 3 の SEM 122 写真の結果を示した。Shivee ovoo 3 は様々な粒径
の粒子が存在し，かつ，きれいな球形であることがわかる。一方で，粒子の表面に結晶が析
出しているフライアッシュの存在も確認できる。 
図 2.26 は 図 2.25 のフライアッシュ (A) を拡大した SEM 写真である。 












ム酸化物との複合体を形成しており，ケイ素は SiO2 ，硫黄は CaSO4 として，マグネシウム
は MgO，鉄は Fe2O3 として多くが単体の酸化物として存在しているのではないかと考えら
れる。 
 同様に図 2.29，図 2.30 に Baganuur 1 ，図 2.31，図 2.32 に Oyu Tolgoy の SEM 写真を
示した。Baganuur 1 は SEM の結果から明らかなようにきれいな球形をしており、大小さ
まざまな粒径の粒子が確認できる。だが，図 2.25，図 2.26 の Shivee ovoo 3 で認められた
表面に結晶が析出した粒子の存在を確認することはできなかった。また，Oyu Tolgoy はき
れいな球形の粒子が全く存在していないことがわかる。 
                                                        
122 走査型電子顕微鏡，Scanning Electron Microscope の略称である。測定した試料を高倍率で観察できる。
走査型電子顕微鏡の測定原理は「電子線を用いて測定対象物の拡大像を得ることができます。電子線は
電磁波として見た場合、非常に波長の短い波ですので、光学顕微鏡などよりはるかに高い倍率での形態
観察が可能となります。」一般財団法人  日本分析機器工業会ホームページ , 入手先
〈http://www.jaima.or.jp/jp/basic/em/〉, 参照 2016-02-06 より引用した。 
















































Element Wt % At % 
C K 10.17 20.09 
O K 24.51 36.34 
MgK 6.23 6.08 
AlK 7.34 6.45 
SiK 1.29 1.09 
S K 2.45 1.82 
CaK 46.23 27.37 
FeK 1.78 0.76 
Total 100 100 
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出典) 環境技術協会，日本フライアッシュ協会，「石炭灰ハンドブック (第 4 版)」より
著者作成。 
 








































図 2.34 にポルトランドセメントとフライアッシュの水和反応モデル 126 並びに，表 2.20 
にポルトランドセメントの鉱物組成について示した 127 。ここで簡単にセメントについて
紹介する。セメントは主に表 2.20 に示した 4 成分から成立している。セメントの水和反応
は，これら 4 成分が水と反応し、様々な不溶性の水和反応物を生成する反応であり，この
反応によってセメントは硬化する。図 2.34 の A – F が主なセメントの水和反応であるが，
中でも最も有名な反応が A，B のカルシウムシリケート水和物 (CSH) を生成する反応で
                                                        
124 環境技術協会, 日本フライアッシュ協会, 「石炭灰ハンドブック (第 4 版)」, 2005, p.Ⅱ-6 
125 同上書, p.Ⅱ-5 
126 山本武志, 金津努, 「フライアッシュのポゾラン反応性を評価するための促進化学試験法の検討」, 『電
力 中 央 研 究 所 報 告 』 , 1999, p.3, 入 手 先
〈 http://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/download/TQXIuUeg3FoqPI8ufDPO5iIUGVMQfnwY/report.pd
f〉，参照 2015-11-13 
127 A. M. Neville, 『ネビルのコンクリートバイブル』, 技術同出版株式会社, 2004, pp.9-10 
表 2.20 ポルトランドセメントの鉱物組成 
名称 分子式 略号 
けい酸三カルシウム 3CaO・SiO2 C3S 
けい酸二カルシウム 2CaO・SiO2 C2S 
アルミン酸三カルシウム 3CaO・Al2O3 C3A 






とケイ酸二カルシウムが水と反応することによって CSH と水酸化カルシウムを生成する。  
次にセメントとフライアッシュの反応であるポゾラン反応について説明する。ポゾラン
反応によっても様々な水和反応物が生成するが，中でも最も有名な反応は，図 2.34 の G の




図 2.35 に C3S とフライアッシュ間のポゾラン反応モデルを示した 128 。図のように，フ
ライアッシュから溶出した Na，K が粒子表面の反応性を高め，フライアッシュから溶出し
                                                        





図 2.34 ポルトランドセメントとフライアッシュの水和反応モデル 
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二酸化炭素排出量を表しており，プシュパラールらの報告を参考し，算出した 129 。図 2.35 
に示したように，フライアッシュをセメント量の 40 % 代替することで、フライアッシュを
                                                        
129  Dinil Pushpalal, O. Batmunkh, S. Munkhbaatar, G. Oyunbold, Hiroo Kashima, 「MAKING CONCRETE 









































                                                        


















































                                                        
131 A. M. Neville, 前掲載書，p.184 
 
出典) A. M. Neville，『ネビルのコンクリートバイブル』より著者作成 
 













































り，SV 1，SV 2 は同じ Shivee ovoo フライアッシュであるが，採取日が異なるフライアッシ
ュである。  





                                                        





































 第 2 章までに，モンゴル国の経済的な現状調査並びに，排出されるフライアッシュの特性
やそれに起因して起こる問題を明確にした。 
第 1 章でも述べたが，フライアッシュを使用している各企業に対してアンケート調査を

















                                                        
133  成田健, 船本憲治, 小川浄, 本田靖博, 高田進治, 藁英雄, 「フライアッシュを使用したレディーミクス
トコンクリートの利用に関する実態調査」, 『日本建築学会技術報告集』，Vol.23, No.1-4, 2006, pp.1-4 
134  深瀬孝之, 谷口円, 安藤睦, 濱幸雄, 長谷川拓哉, 齋藤敏樹, 桂修, 牛田健一, 小谷卓司, 小川安良, 会
田勝博, 酒井享, 進藤穀幸, 金森重行, 松尾健司, 名和豊春, 「北海道におけるフライアッシュコンクリ
ートに関するアンケート調査結果 寒冷地におけるフライアッシュの有効利用研究委員会中間報告」, 





インタビュー対象人数を 5 名とした理由は，小池 135 らの研究ではインタビュー対象人




 図 3.1 にインタビューを実施した各企業及び，第四火力発電所と灰捨て場の位置関係を
示した。いずれの企業も第四火力発電所から 6.5 km 圏内に位置していることがわかる。今
回，調査を実施したいずれの企業も中小規模であり，フライアッシュを現在使用している企
業として 1 社，フライアッシュを以前に利用していたが現在は使用していない企業として 2
社，フライアッシュを一度も使用した経験のない企業として 1 社の担当者並びに，第四火力
発電所の担当者の計 5 名に対して実施した。 
 
2.2 調査の手順 
インタビュー調査は 2015 年 6 月 4 日に第四火力発電所の Mr. Ganbat，各企業として， 
2015 年 6 月 10 日に IKH Modun Batching, Plant Ms. Bulgan，2015 年 6 月 12 日に Prosolid  
                                                        
135  小池真理, 「学習者が期待する教師の役割：半構造化インタビューの結果から」, 『北海道大学留学生
センター紀要』, Vol. 8, 2004, p.101 
136  渡辺英児, 遠藤俊郎, 松井弘志, 「質的研究法を用いた一流バレーボール選手におけるスキル獲得に関
する研究」, 『バレーボール研究』,Vol.11, No.1, 2009, pp.2 
137  小林孝雄, 「大卒男性の職業生活への定着過程 -質的研究法による仮設生成-」, 『文教大学人間科学
研究』, Vol.29, 2007, pp.38 
表 3.1 インタビューを実施した第四火力発電所並びに，各企業の担当者とフライアッ
シュの使用状況 
企業名 氏名 フライアッシュの使用状況 
IKH Modun Batching Plant Ms. Bulgan 使用している 
Prosolid Standard Ms. Undarkh 
以前に使用していたが， 
現在は使用していない 
Hutul Telment Mr. Ganchuluun 
以前に使用していたが， 
現在は使用していない 
AIZAWA Mr. Batnasan 使用したことがない 













































































                                                        
138  小池真理, 前掲載書, p.101 
139  渡辺英児, 遠藤俊郎, 松井弘志, 前掲載書, pp.2-3 
 
 インタビューの実施日：2015 年 6 月 12 日 
インタビューの実施場所：Prosolid Standard Office, Ulaanbaatar, Mongolia 
  インタビュー対象者：Ms. Undarkh 
 































                                                        
140  上野啓子, 『マーケティングインタビュー』, 東洋経済新報社, 2004, pp.114-137 
141  成田健, 船本憲治, 小川浄, 本田靖博, 高田進治, 藁英雄, 「フライアッシュを使用したレディーミクス























































 図 3.3 に今回実施したインタビュー結果の類型化及び，カテゴリ化のまとめを示した。解
析方法として，佐藤 142 の方法を参考にし，それぞれの質問内容をコード化し，類似するコ
ードを類型化し，まとめた。すなわち，類型化された内容として，(ⅰ) 石炭灰の品質管理 
(ⅱ) 環境への配慮は火力発電所， (ⅲ) 石炭灰の入手 (ⅳ) 混和材 (ⅴ) セメント (ⅵ) 石炭
灰への関心・期待 (ⅶ) 石炭灰を使用した製品は各企業， (ⅷ) 石炭灰の情報整備，(ⅸ) フ
ライアッシュの利用促進に向けた取り組みとした。その後，類型化したコードは第四火力発
電所 (フライアッシュ供給者)，各企業 (フライアッシュ使用者)の 2 種類のカテゴリに分類






                                                        
142  佐藤郁哉, 『質的データ分析法』, 新曜社, 2008, pp.167-184 
143 「内容分析とはテキストのある特定の属性を客観的・体系的に同定し，推論を行うための方法である。」
寺下貴美, 「第 7 回 質的研究方法論 ～質的データを科学的に分析するために～」, 『日本放射線技




  (図 3.3 (ⅰ) フライアッシュの品質管理) 
 第四火力発電所から排出されるフライアッシュは採取する日時によってフライアッシュ
の特性に変動が生じ，一定ではない。第四火力発電所へのインタビューの結果，冬季は 
Shivee ovoo 産と Baganuur 産の石炭を混合し，燃焼させていること。さらに，石炭を選炭
せず，土等が付着した状態のまま燃焼させていることが原因であると回答を得た。以下に石
炭灰の特性の違いについての叙述を示した。 
“第四火力発電所は Baganuur 産の石炭に基づいてボイラーを設計したが，Shivee ovoo 炭鉱
が新たに発見され，国から Shivee ovoo 産の石炭を使用する指示があった。現在 4 基のボ
イラーが Baganuur 産の石炭，残りの 4 基が Shivee ovoo 産の石炭を燃焼させている。




るためには事前に 2 種類の石炭を混合する必要があることから，冬季のみ実施している。  
本来，ボイラーは使用する石炭に合わせて効率よく燃焼するように設計される。最も効率
のよい Baganuur 産の石炭のみを使用したい” (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
 “モンゴルではボイラーで燃焼させる石炭は選炭されておらず，土等が付着した状態で燃焼
させている。そのため，成分等に違いが生じると考えられる。一方，日本では選炭した石炭
をボイラーで燃焼させているため，成分が比較的安定していると考えられる” (Power Plant 
No.4, Mr. Ganbat) 
 
3.2 環境への配慮 






“排出される石炭灰のうち，10 % はクリンカアッシュ，90 % がフライアッシュである。さ
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らに，排出されるフライアッシュ 90 % のうち，少量をコンクリート混和材として使用して




アッシュの需要は低下する。” (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
“年間約 320 万トンの石炭を燃焼させている。そのうち，約 32 万トンのフライアッシュが
排出される。また，クリンカアッシュは路盤材に有効利用しているが，必要量を供給できず，
欠乏状態である。クリンカアッシュは 1 時間で 8 – 10 トン排出されているが，この量では
必要量の供給は困難である。” (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
“第四火力発電所にはボイラーが 8 基あり，フライアッシュを貯えるサイロは 7 基存在す
る。このサイロから各企業にフライアッシュを提供しており，このサイロが満杯になった場
合，スラリー状とした後，配管を通じて灰捨て場に廃棄する。“ (Power Plant No.4, Mr. ganbat) 
“灰捨て場が満杯になった場合は砂利と土を敷き，植林を行う。” (Power Plant No.4, Mr. 
Ganbat) 
“フライアッシュの使用量を増加させるプロジェクトが現在進行中であるが，具体的な成果
はでていない” (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
“フライアッシュを灰捨て場に廃棄する際に使用した水は回収し，再利用している。” (Power 
Plant No.4, Mr. Ganbat) 









“エコロジー，環境に配慮した。価格が安い。” (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 
“興味があった。セメント量を減らせるから使用した。” (Prosolid Standard, Ms. Undarkh)，
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(Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
 以下はフライアッシュの入手先についての叙述である。 
“第四火力発電所から直接入手した。” (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan)，(Prosolid 
Standard, Ms. Undarkh)，(Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
“フライアッシュは第四火力発電所からのみ提供されている。会社から近く，容易に運べ，
直ちにコンクリート混和材として使用できる。” (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 
“コンクリートの混和材として使用できるフライアッシュは第四火力発電所からのみ入手で
き，他の火力発電所からフライアッシュの供給はない。他の火力発電所からもフライアッシ
ュが入手可能であればサンプルを採取し，実験研究したい。” (AIZAWA, Mr. Batnasan) 
以下はフライアッシュ入手時の手続きについての叙述である。 
“様々なコンクリート会社がフライアッシュの購入を希望しており，第四火力発電所からの
フライアッシュの供給は順番待ちである。”  (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 
“事前に予約し，第四火力発電所からの許可が必要である。また，自身で第四火力発電所に
受け取りに行った。” (Prosolid Standard, Ms. Undarkh) 
“事前に予約し，自身で受け取りに行く必要がある。” (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
 
3.4 混和材 
  (図 3.3 (ⅳ) 混和材) 








  (図 3.3 (ⅴ) セメント) 
 モンゴル国で使用されているセメントに関して，インタビューする予定はなかったが，今




 AIZAWA, Mr. Batnasan はフライアッシュを利用しない理由として，モンゴル国のセメン
トにはあらかじめフライアッシュが混和されていることを挙げた。モンゴル国で使用され
ているセメントは主に中国産及びモンゴル産であり，中国産のセメントには珪石を混和し
ている。モンゴル国で製造されているセメントは主に Hutul セメント，Nalaikh セメント，
























和量を減らし (最高で約 10 %)，夏季はフライアッシュの混和量を増やす (最高で約 30 %)。





のセメント) との相性は良かった。加えて，砂や砂利の汚れが問題である。” (Prosolid Standard, 
Ms. Undarkh)  
“フライアッシュコンクリートの強度が気になる。昨年 60 トンのフライアッシュを使用し
たが，その際に使用したセメントは Mengao (モンゴル産のセメント)，フライアッシュは 15 
– 20 % 使用した。コンクリート混和材としてフライアッシュを使用した際は水セメント比
を上げている。使用した時期は夏場のみである。” (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
以下はフライアッシュ使用時の満足感についての叙述である。 
“フライアッシュは安価であり会社にとって良い。また，環境に配慮したコンクリートであ
る。” (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 
“ゴミとして排出されたものを使用しており，環境に配慮していると感じ，気持ちが良い。” 
(Prosolid Standard, Ms. Undarkh)， (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
“フライアッシュコンクリートの実験研究の結果，使用できると感じた。理由は，コンクリ
ートの色が白色になり，流動性の向上が認められたからだ。モンゴルの人々はコンクリート
の色が白く，滑らかなものがよいと考えている。” (Prosolid Standard, Ms. Undarkh) 
“フライアッシュはコンクリート混和材として使用できると感じた。硬化までに時間がかか
るため，遠くに運ぶことができる。” (Prosolid Standard, Ms. Undarkh) 
“フライアッシュコンクリートは，色が改善され，品質の向上が認められた。実際に建築物
の床，内外壁等へ使用した際，表面の仕上がりがきれいであると使用者から称賛された。” 




苦情はない。” (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
以下はフライアッシュ使用時の懸念についての叙述である。 
“フライアッシュコンクリートの色が気になった (少々黒くなった) 。” (IKH Modun Batching 
Plant, Ms. Bulgan) 
“フライアッシュコンクリートの放射線量が基準値を超えないか気がかりである。” (IKH 





Standard, Ms. Undarkh)  
“実験研究としては満足している。実際にフライアッシュコンクリート (5 % のフライアッ
シュと Hutul セメントを使用した) を出荷したが，硬化までが遅く，ひび割れも発生しこと
から使用者から苦情があった。出荷したコンクリートは回収せず使用した。結論として，1,2
回の実験研究だけでは実用可能か判断できない。” (Prosolid Standard, Ms. Undarkh)  
“強度が低いことも問題。しかし，コストは低下する。” (Prosolid Standard, Ms. Undarkh) 
“フライアッシュコンクリートの強度が心配である。” (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
“情報が不足している。実際に混和材として使用したコンクリートの結果にも満足していな
い部分がある。その他に，第四火力発電所から入手できるフライアッシュの量が少ない。供
給量が少なく，第四火力発電所からの入手が困難である。” (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
 
3.7 フライアッシュを使用した製品 












“3 日，7 日の強度は基準に達するが，28 日の強度は基準より低下する。” (IKH Modun 
Batching Plant Ms. Bulgan) 
“3 日，7 日の強度は基準以下であったが，28 日の強度は基準を満たした。” (Prosolid Standard, 




ンクリートと同等であった。” (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
以下はフライアッシュの価格に関する叙述である。 
“フライアッシュ 1 トン当たりの交通費は 20,000 MNT，フライアッシュは 4,000 MNT で
あり，合計 24,000 MNT である。” (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 
“フライアッシュは交通費が高い。 1 トンのセメントが 160,000 MNT であり， 1 トンのフ
ライアッシュは 24,000 MNT。” (Prosolid Standard, Ms. Undarkh)  




を満たした場合，使用できる (2015 年 2 月から，測定は会社自身で行う)。” (IKH Modun 
Batching Plant, Ms. Bulgan) 
“第四火力発電所は外部機関に依頼し，フライアッシュの放射線量を測定している。” 
(Prosolid Standard, Ms. Undarkh)  
“第四火力発電所からフライアッシュを購入する企業は外部機関に依頼し，放射線量を測定
している。” (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
“2014 年に第四火力発電所からフライアッシュを購入した企業の内 5 社が外部機関に依頼
し，フライアッシュの放射線量の測定を実施した。加えて，第四火力発電所も 2 度，外部
機関に放射線量の測定を依頼した。結果はいずれも基準より低い値であったため，国からフ
ライアッシュを販売する許可を得た。” (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
“建築物又は，路盤材に使用するかによって放射線量に関する基準値が異なる。” (Power Plant 
No.4, Mr Ganbat) 
“フライアッシュには放射性物質が含まれており，人体に影響があるという噂がある。しか
し現時点では，フライアッシュコンクリートを使用した建築物の住人に健康被害はない。” 
(Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
“各企業がフライアッシュコンクリートを販売するには国からの許可が必要であり，放射線
量の基準値を満足する必要がある。” (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
以下はフライアッシュの使用に賛成である理由に関する叙述である。 




(Prosolid Standard, Ms. Undarkh)  
“セメント量を減らすことが可能である。ゴミとして排出されたものを使用しており，環境
に配慮している。コンクリートのコストの低下が可能である。” (Hutul Telment, Mr. 
Ganchuluun) 
“フライアッシュは電子顕微鏡で見るときれいな球形をしている。コンクリートに使用する
と，流動性が向上する。” (AIZAWA, Mr. Batnasan) 
“フライアッシュの使用促進を希望する。水の節約，フライアッシュを廃棄する灰捨て場の
建設費用等の削減や環境への配慮となる。” (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
以下はフライアッシュの価格がセメントの価格を上回った場合に関する叙述である。 
“企業なので，価格を優先する。一般的なセメントの価格をフライアッシュの価格が上回っ
た場合は，フライアッシュを使用しない。” (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 
“フライアッシュを混和材として使用することで環境に配慮したコンクリートになるが，企
業として利益を優先するため，フライアッシュを使用しない。” (Prosolid Standard, Ms. 
Undarkh) 


















Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 
“一般的なフライアッシュについて，ロシア語で記されている書籍を使用した。混和材とし
て使用したフライアッシュ量は 5 – 10 % であった” (Prosolid Standard, Ms. Undarkh) 
“フライアッシュに関する情報等は存在せず，自らの方法で実施した実験結果からは満足な





るフライアッシュの量は異なる。”  (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 





る。定量分析の実施日は不明である。“ (Power Plant No.4, Mr. Ganbat) 
 
3.9 フライアッシュの利用促進に向けた取り組み 









加が期待できる。” (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 




ろう。” (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
“人々は放射線量を重視している。放射線量を下げる又は，放射性物質を取り除く技術があ
れば，フライアッシュの使用促進に繋がるだろう。” (Hutul Telment, Mr. Ganchuluun) 
“人々に対してフライアッシュに関する情報はない。フライアッシュコンクリートの利点に
関する情報の普及が進めば，利用者は増えるだろう。” (AIZAWA, Mr. Batnasan) 
以下はフライアッシュコンクリート使用者への情報に関する叙述である。 
“フライアッシュコンクリートを使用者に販売する際，フライアッシュコンクリートである
と通知しない。” (IKH Modun Batching Plant, Ms. Bulgan) 

































おり，フライアッシュコンクリートに対する使用者の抱く印象は悪い。” (Prosolid Standard, 
Ms Undarkh)  
“フライアッシュコンクリートであっても，フライアッシュを使用したと通知せずに出荷し











 現在，モンゴル国において南ゴビの Ukhaa Khudag 炭鉱では選炭工場が存在し，稼働中で





 表 3.2 に原炭を選炭することにより得られる利点を示した 147 。利点として発熱量の向
上，運搬エネルギーの低減化，灰分・硫黄分の低減並びに灰分の安定化，微量元素の低減化
                                                        
144 選炭とは「機械で石炭を掘るため、掘ったばかりの石炭（原炭と呼ぶ）には質の良い石炭、質の悪い
石炭や岩石が混ざっている。この原炭を質の良い石炭、質の悪い石炭、岩石に分離するのが選炭。質
の良い石炭ほど軽く（比重 1.2 等）、質が悪くなるに従って次第に重くなり（比重 1.5 等）、岩石に至っ
ては比重 2.5 位になる。この比重差を利用して分離する。」一般財団法人 石炭エネルギーセンター, 
「コールデータバンク 選炭」, 入手先〈http://www.jcoal.or.jp/coaldb/tech/bunya/05/〉, 参照 2015-02-03 
から引用した。 
145 一般財団法人 石炭エネルギーセンター , 「コールデータバンク モンゴルの選炭技術」, 入手先
〈http://www.jcoal.or.jp/coaldb/country/19/post_108.html〉, 参照 2015-10-29 
146 一般財団法人 石炭エネルギーセンター , 「コールデータバンク モンゴルの最新情報」 , 入手先
〈http://www.jcoal.or.jp/coaldb/news/2015/05/2-2.html〉, 参照 2015-10-29 
147 独立行政法人 石炭天然ガス・金属鉱物資源機構, 「平成 25 年度海外炭開発支援事業 海外炭開発高
度化等調査 輸入炭の安定供給確保に向けての世界の選炭技術の実態及び動向調査」, pp.44-45, 2014, 




 他国の一例として，インドネシアでは多くの炭鉱において，出炭量の内，約 5 % が廃棄
石炭 148 として排出されている 149 。表 3.3 にインドネシアの各炭鉱からの廃棄石炭の性状 
                                                        





調査ファイナルレポート」, pp.4-38, 2007, 入手先
〈http://libopac.jica.go.jp/images/report/P0000171205.html〉, 参照 2015-10-30 から引用した。 
149 独立行政法人 国際協力機構, 「インドネシア国 東カリマンタン州持続的石炭開発のための環境汚染リ
ス ク 緩 和 マ ス タ ー プ ラ ン 調 査 フ ァ イ ナ ル レ ポ ー ト 」 , pp.4-39, 2007, 入 手 先
〈http://libopac.jica.go.jp/images/report/P0000171205.html〉, 参照 2015-10-30 
表 3.3 インドネシアの各炭鉱からの廃棄石炭の性状 
炭鉱名 
灰分 全硫黄量 発熱量 
(%) (%) (kcal / kg) 
Kitadin 16.9 0.4 4725.0 
FBS 51.3 0.9 2470.0 
Loa Tebu 54.0 1.2 1939.0 





表 3.4 廃棄石炭の選炭による品質向上効果の比較 
炭鉱名 石炭の状態 
割合 灰分 全硫黄量 発熱量 
(wt %) (%) (%) (kcal / kg) 
Kitadin 
選炭 93.5 13.2 0.4 4978.0 
廃棄 6.5 69.9 1.2 1083.0 
FBS 
選炭 38.1 17.8 0.5 5448.0 
廃棄 61.9 72.0 1.2 640.0 
Loa Tebu 
選炭 37.0 26.2 1.0 4322.0 
廃棄 63.0 70.3 1.3 538.0 






150 ，表 3.4 に廃棄石炭の選炭による品質向上効果の比較 151 について示した。このように
排出される廃棄石炭を選炭することにより，2,500 kcal / kg，2,000 kcal / kg 程度の低品位炭
から 5,500 kcal / kg，4,300 kcal / kg の精炭がそれぞれ 38 %，37 % 回収可能とあり，さらに
全硫黄分の減少効果も認められた。 





                                                        
150 同上書, p.4-35 
151 同上書 
152 独立行政法人 国際協力機構, 前掲載書, p.3-16 
































































                                                        
153 同上書, p.4-4 




(百万 US ドル) 
中間*1 
(百万 US ドル) 
最大*1 
(百万 US ドル) 
100 t / h 3.8 11.7 19.5 
250 t /h 9.5 29.1 48.8 
500 t / h 19.0 58.3 97.5 
750 t / h 28.5 87.4 146.3 
1000 t / h 38.0 116.5 195.0 
＊1 最小：38,000 US ドル / t / h，中間：116,500 US ドル / t / h，最大：195,000 US ドル / t / h 
上記それぞれの値に 1 時間当たりの処理量を乗じて算出した。 
 




表 3.7 年間の処理量から算出した選炭工場建設費 
最小*1  
(US ドル / t) 
中間*1 
(US ドル / t) 
最大*1 
(US ドル / t) 
6 18 30 
＊1 最小：38,000 US ドル / t / h，中間：116,500 US ドル / t / h，最大：195,000 US ドル / t / h 
年間の実働時間を 6,500 h として，上記のそれぞれ値に乗じて算出 
 






ており 154 ，専門家による管理体制の定期的な診断が必要であると考えられる。 
 表 3.6 に時間当たりの処理量から算出した選炭工場建設費 155 ，表 3.7 年間の処理量か
ら算出した選炭工場建設費について示した 156 。ここでの試算については 2013 年に独立
行政法人石炭天然ガス・金属鉱物資源機構の報告書中で使用されていた金額を用いた。独立
行政法人石炭天然ガス・金属鉱物資源機構の処理量 (t / h) に対する単位コストの調査結果
では最小値で 38,000 US ドル / t / h，中間値で 116,500 US ドル / t / h，最大で 195,000 US 
ドル / t / h であり，年間処理量は実運転時間を 6,500 h として算出した 157 。 
 調査結果から，オーストラリアの実績では年間 500 万トンの選炭工場の建設費は 1 億 
5000 万 US ドル，インドの実績では 100 万トン，1,000 万トンの選炭工場建設費はそれぞ
れ 1080 万 US ドル，5400 万 US ドルであり，オーストラリアでは表 3.7 の最大に分類さ
















                                                        
154 独立行政法人 石炭天然ガス・金属鉱物資源機構, 前掲載書, p.47 
155 同上書 
156 同上書 
157 同上書, pp.46-47 
158 同上書, pp.47 
159 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構, 入手先
〈http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100293.html〉, 参照 2015-10-30 
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160 環境技術協会, 日本フライアッシュ協会, 「石炭灰ハンドブック (第 4 版)」, 2005, p.2-12 
161 赤澤公雄, 園田隆, 村田直史, 川口正隆, 赤木朋宏, 筒井健司, 「生産システムや製品開発における IVR 




Interviewee: Galbadrakh Gachinlam, Head of Research and Development Office, 4
th
 Power Plant, Ulaanbaatar   
Interviewer: Dinil Pushpalal, Professor, Tohoku University 
Date of interview: Aug. 19, 2015 
 

































 藤田らの報告 162 では第四火力発電所の維持管理状況は良好であり，微粉炭機のローラー






 図 3.4 に石炭火力発電所からの石炭灰の発生と廃棄の課題を示した。調査の結果，2014 年
は約 340 万トンの石炭が使用され，それに伴い約 34 万トンのフライアッシュ並びに約 
10 万トンのクリンカアッシュが発生した。インタビュー結果からクリンカアッシュは全
て有効利用されているが，排出されたフライアッシュは，わずか 1 万トンのみ有効利用さ












る洗浄技術の確立の必要性も挙げられる。小島ら 163 ，末次ら 164 は石炭灰に含有される有
害物質として，六価クロム，鉛及びホウ素に着目し，pH を低下させた酸性溶液による洗浄，
酸化剤としてオゾンを使用することによりいずれも有害物質の溶出の低減に有効であると
                                                        
162  藤 田 伸 子 , 「 ウ ラ ン バ ー ト ル 第 4 火 力 発 電 所 改 修 事 業  ( Ⅰ ) (2) 」 , 入 手 先
〈http://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2010_MON-P3_4_f.pdf〉, 参照 2015-10-31 
163 小島央, 末次大輔, 宮田喜壽, 木暮敬二, 「多段階洗浄による石炭灰の無害化処理」, 『土木学会関東支
部技術研究発表会講演概要集』, Vol. 31, No.3, 2004, pp.75-76 
164 末次大輔, 宮田喜壽, 「洗浄による石炭灰中の重金属類の除去の効率化」, 『第 39 会地盤工学研究発表
会発表講演集』, Vol.39, 2004, pp.2373-2374 
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165 片岡哲之, 田中幸久, 小峯秀雄, 「洗浄による石炭灰およびゴミ固形燃料焼却灰の環境負荷低減技術に
関 す る 実 験 的 検 討 」 , 『 電 力 中 央 研 究 所 報 告 』 , 入 手 先
〈http://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/detail/U01014.html〉, 参照 2015-10-30 
166 久保博, 田島孝敏, 甚野智子, 熊谷祐一, 「石炭灰の酸洗浄処理における溶解成分と微細形態変化」, 『粘
土科学討論会講演要旨集』, Vol.52, 2008, pp.128-129 
167 株式会社 総合開発, 「除染技術概要」, 入手先〈http://www.kaihatsu-c.co.jp/katarog-syokai/zeolite.pdf〉, 参
照 2015-10-31 
168 中平敦, 「スラグ等を利用した機能性イオン交換材料による Cs 浄化プロセス開発」, 『大学研究助成技
術研究報告書 2014 年度』, 2015, pp.157-162 
169 前田建設工業株式会社, 「平成 23 年度除染技術実証試験事業 人工ゼオライトブロックを用いた住宅地
排水溝の除染技術の実証試験」, 入手先〈http://www.jaea.go.jp/fukushima/decon04/ps19.pdf〉, 参照 2015-
10-31 
170 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門, 「平成 24 年度除染技術実証事業 (環
境省受託事業) 報告書 付録 1 平成 24 年度除染技術実施事業概要書」, 入手先
〈http://fukushima.jaea.go.jp/initiatives/cat01/pdf07/01-130627.pdf〉, 参照 2015-11-01 















                                                        
172 セメントの化学分析結果からセメントの鉱物組成の割合を求めることができる式。詳細は「第 4 章 2.3 
セメントの物理・化学的測定試験結果，注 20」に記述した。 














Jidong 17.7 11.3 2.7 54.5 9.6 4.2 3.1 
CUCC 19.5 8.1 2.4 56.7 5.9 7.5 3.1 
Hutul 17.5 7.2 2.2 59.7 2.6 10.8 3.0 
Nalaikh 16.7 5.7 3.4 55.6 6.7 12.0 3.0 
 
表 3.9 セメントの化学分析結果からボーグ式によって算出したセメントの鉱物組成 
各種セメント C3S C2S C3A C4AF 
Jidong 7.3 45.2 25.5 8.2 
CUCC 25.0 37.0 17.4 7.2 
Hutul 58.3 6.2 15.4 6.8 




 また，図 3.5 にこれらのセメントの内，4 種類の異なるセメントを用いたコンクリートの
圧縮強度試験結果を示した。縦軸が圧縮強度，横軸が材齢を示しており，セメントはモンゴ
ル産の Hutul セメント， Nalaikh セメント，Jidong セメント，中国産の CUCC セメント







図 3.5 4 種類の異なるセメントを用いたコンクリートの圧縮強度試験結果 










 参考として，図 3.6 に JIS 173 の制定までのプロセスを示した 174 。JIS の原案作成のた
め，主務大臣が技術情報の調査，実証分析などの調査研究を実施する (委託も含む) 他，民
間団体により JIS 原案を作成し，主務大臣に申請する 175 。一般に主務大臣が調査研究す
る対象は，民間によって困難な取り組みに限定している。 
 次に JIS 原案は主務大臣が制定すべきか確認後，JIS として制すべき場合，日本工業標準
調査会に付議され，技術分野ごとに設置された専門委員会において審議され，議決後，担当
部会長から日本興業標準調査会会長，更に主務大臣の順に答申される 176 。 










た各企業において様々であった。図 3.7 (1)，(2) に著者らが実施した第四火力発電所から排 
                                                        
173 Japanese Industrial Standards の略称。「JIS（日本工業規格）とは、我が国の工業標準化の促進を目的とす
る工業標準化法（昭和 24 年）に基づき制定される国家規格」である。日本工業標準調査会, JIS (Japanese 
Industrial Standard) とは, 入手先〈https://www.jisc.go.jp/jis-act/〉, 参照 2016-02-03 より引用した。 






























































(1) フライアッシュ置換率 10 % 
図 3.7 モンゴル産フライアッシュコンクリートの圧縮強度試験結果 
(2) フライアッシュ置換率 20 % 




縮強度であり，セメントはモンゴル産の Nalaikh セメントを使用し，フライアッシュは 
Shivee ovoo フライアッシュを 2 種類 (SV1，SV2)，Baganuur フライアッシュ 1 種類 (BA) 
であり，置換率は 10 % 及び 20 % である。 
 圧縮強度試験の結果，使用するフライアッシュの種類や置換率によって様々な値を示し











                                                        
178 J. Temuujin, A. Minjigmaa, B. Davaabal, U. Bayarzul, A. Ankhtuya, Ts. Jadambaa, K.J.D. Mackenzie, 「Utilization 
of radioactive high-calcium Mongolian flyash for the preparation of alkali-activated geopolymers for safe use as 




Bq / Kg 
Ara-226 ATh-226 Raeq 
Baganuur フライアッシュ 242.4 31.1 314.4 
Shivee ovoo フライアッシュ 262.8 48.7 342.7 
Baganuur フライアッシュを混和材として
使用した硬化体 
37.8 15.6 129 
Shivee ovoo フライアッシュを混和材とし
て使用した硬化体 
54.8 17.2 152.6 
出典) J. Temuujin et al. 「Utilization of radioactive high-calcium Mongolian flyash for the 











図 3.8 モンゴル国の第四火力発電所から採取したフライアッシュの放射線量の測定結果 
99 
 
Bq / g，1 Bq / g の基準を満たす必要があるとしている 179 。また，モンゴルでは一般的な
建築物に使用した場合，370 Bq / kg より低い値である必要がある 180 。 
J. Temuujin らの報告では，Baganuur フライアッシュ，Shivee ovoo フライアッシュのラジ
ウム及びトリウムはそれぞれ 242.4 Bq / kg，31.1 Bq / kg，262.8 Bq / kg，48.7 Bq / kg であっ
た 181 。 
Baganuur フライアッシュ， Shivee ovoo フライアッシュを混和材として使用した硬化体
のラジウム及びトリウムはそれぞれ 37.8 Bq / kg，15.6 Bq / kg，54.8 Bq / kg，17.2 Bq / kg で
あった 182 。 
 また図 3.8 に著者が 2016.01.20 に実施したモンゴル国の第四火力発電所から採取したフ
ライアッシュの放射線量の測定結果を示した。測定に使用したフライアッシュは，
2014.04.04, 2014.08.06, 2014.09.10 に第四火力発電所から採取した Shivee ovoo, Baganuur フ
ライアッシュの計 6 種類であり，測定に使用した装置は RAD COMM SYSTEMS の RC / 




しかし一方で J. Temuujin らが 2013 年にウランバートル第四火力発電所から入手した 








                                                        
179 放射線医学総合研究所, 「規制情報」, 入手先〈http://www.nirs.go.jp/db/anzendb/NORMDB/1_houritu.php〉, 
参照 2015-11-04 
180 J. Temuujin, A. Minjigmaa, B. Davaabal, U. Bayarzul, A. Ankhtuya, Ts. Jadambaa, K.J.D. Mackenzie, 前掲載書, 
p.16476 







 各企業並びに，第四火力発電所のインタビュー結果からいずれもフライアッシュは 1 ト



























































                                                        
184 環境技術協会, 日本フライアッシュ協会, 前掲載書, p.2-12 












































高いこと 186 ，フライアッシュ中のカルシウム含有量が 10 % 以上の高カルシウムフライア
ッシュであること，一部硫酸カルシウムを含有するフライアッシュが存在することを明ら
かとした 187 。 
第 1 章でも述べたが，モンゴル産フライアッシュに関する先行研究として，Narantuya 
Batmunkh ら，J. Temuujin らの研究 188 189 ，各種フライアッシュを混和材として使用した
コンクリートに関する先行研究として， Dan Ravina ら， L. H. Jiang ら，Yamei Zhang らの
研究の研究 190 191 192，C. S. Poon らによる Class C フライアッシュを使用し，刺激剤とし
て硫酸カルシウムを別途添加し，モルタルの強度特性について検討した研究がある 193 。 
                                                        
186  Atsushi Suzuki, Hiroo Kashima, Dinil Pushpalal, O. Batmunkh, 「Prediction Model for Compressive Strength 
of Fly Ash Concrete」, 『Proceedings of the 15th Annual Concrete Conference』, 2015, pp.16-20 
187  D. Pushpalal and O. Batmunkh and S. Munkhbaatar and G. Oyunbold and H. Kashima, 「Making Concrete 
Stronger and Greener with Mongolian Fly Ash (Part 1)」,『 Proceedings of the 12th Annual Concrete Conference』, 
2013, pp.118-125 
188  Narantuya Batmunkh, Tetsuya Ishida, H. Nikraz, 「Performance Evaluation of Coal Ash Concrete as Building 
Materials in Mongolia」, 『 2009 World of Coal Ash (WOCA) Conference』, 2009,  pp.1-17 
189   J. Temuujin, A. Minjigmaa, B. Davaabal, U. Bayarzul, A. Ankhtuya, Ts. Jadambaa, K.J.D. Mackenzie, 
「Utilization of radioactive high-calcium Mongolian flyash for the preparation of alkali-activated geopolymers 
for safe use as construction materials」, 『Ceramics International』, Vol.40, 2014, pp.16475-16483 
190  Dan Ravina, P.K. Mehta, 「Compressive Strength of Low Cement / High Fly Ash Concrete」, 『Cement and 
Concrete Research』, Vol.18, No.4, 1988, pp.571 - 583 
191  L. H. Jiang, V. M. Malhotra, 「Reduction in water demand of non-air-entrained concrete incorporating large 
volumes of fly ash」, 『Cement and Concrete Research』, Vol.30, 2000, pp.1785-1789 
192  Yamei Zhang, Wei Sun, Lianfei Shang, 「Mechanical Properties of High Performance Concrete Made with High 
Calcium Sulfate Fly Ash」, 『Cement and Concrete Research』, Vol.27, No.7, 1997, pp.1093 - 1098 
193  C.S. Poon, S.C .Kou, L. Lam, Z.S. Lin, 「Activation of Fly Ash / Cement Systems Using Calcium Sulfate 






















 セメントの比重の測定は JIS R 5201 : 1997 セメントの物理試験方法に準拠し，実施した
194 。ルシャテリエフラスコの目盛 0 – 1 ml の間まで軽油を加え，あらかじめ 20 ℃に設定
                                                        
194 日本規格協会, JIS R 5201 : 1997 セメントの物理試験方法, 1997, pp.2-3 
ここで 
p : 試料の密度 (g / cm3) 
 : 量り取った試料の重量 (g) 





次に試料を約 100 g を 0.1 g まで量り取り，少量ずつフラスコに添加した。試料を全て添
加した後，ふたをして振り混ぜ空気を十分に追い出し，再びフラスコを水槽内に静置し，軽





・電気炉 (ISUZU Muffle Furnace, AT-S13) 
実験操作 
セメントの強熱減量測定は JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法に準拠し，実施した 
195 。すなわち，あらかじめ 800 ℃に調整した電気炉で空焼きを行い，デシケーター中で放
冷し，風袋を量った磁性るつぼに各種セメントを 1g，0.001g まで正確に秤量し，ふたをし
た後電気炉中に置いた。次に 950℃に昇温した電気炉中で 15 分間強熱した。強熱後，デシ
ケータ中で放冷し，重量を測定した。その後，同様の操作を秤量になるまで繰り返し行った。




                                                        
195 日本規格協会, JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法, 2010, pp.3 
ここで 
ig.loss : セメントの強熱減量(%) 
 : 各種セメントの重量 (g) 






・電気炉 (ISUZU Muffle Furnace, AT-S13) 
試薬 
・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合させた。 
・炭酸ナトリウム溶液 (50 g / l) : 炭酸ナトリウム (関東化学，特級) を 25 g 量り取り，水
に溶解させ，500 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容した。 
・メチルレッド指示薬 (2 g / l) : メチルレッド (関東化学，特級) 0.2 g をエタノール (関東
化学，特級) に溶解させ，100 ml メスフラスコを用いて標線までエタノールを加え定容し，
スポイト付き褐色瓶に保存した。 
実験操作 
セメントの不溶残分量の測定は JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法に準拠し，実施
した 196 。すなわち，各種セメントを 1g，0.001g まで正確に秤量し，乾燥したビーカー100 
ml 又は 200 ml に入れ，水 20ml 及び塩酸 (1+1) 10 ml を加え，ガラス棒の先で試料をよく
潰し，可溶分が完全に溶解するまでよくかき混ぜた。次に約 90℃ の温水を 20 ml 加え，
時計皿でふたをして，約 90 ℃ の水浴上で 10 分間加熱した。 
次にろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 40, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃の温水で 8 回
洗浄を行った。ここで，ろ液及び洗液はビーカー又はマイヤーフラスコ 300 ml に受け，室
温まで冷却し，250 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え，定容した。 
洗浄したろ紙を元のビーカーに入れ，炭酸ナトリウム溶液 (50 g / L) 50 ml 加え，ろ紙をほ
ぐしながらよくかき混ぜ，時計皿でふたをし，約 90 ℃ の水浴上で 15 分間加熱した。 
加熱後，メチルレッド指示薬を 1, 2 滴加え，塩酸 (1+1) を少量ずつ加え中和し，溶液の色
が黄色から赤色に変わった後さらに 2 滴加えた 197 。 
次にろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 40, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃の温水で 10 
回洗浄を行った後，ろ紙ごと磁性るつぼに加え 150 ℃に調整した電気炉中に置き，1 時間
乾燥させた。続いて，300 ℃に調整した電気炉中で 1 時間，600 ℃に調整した電気炉中で 3
時間強熱し，ろ紙を灰化した後，950 ℃ に調節した電気炉中で 30 分間強熱し，デシケー
                                                        










・電気炉 (ISUZU Muffle Furnace, AT-S13) 
試薬 
・過塩素酸 (60%，関東化学，特級)  
・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調整した。 
実験操作 
セメント中の二酸化ケイ素量の測定は JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法に準拠し，
実施した 198 。すなわち，各種セメントを 1g，0.001g まで正確に秤量し，乾燥した 50 ml 又





時計皿を水で洗い取り除き，塩酸 (1+1) 5 ml 及び約 90 ℃の温水 20 ml を加え，ガラス棒
の先で試料をよく潰し，かき混ぜた。 
次にろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 40, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃の温水で 12 
回洗浄を行った。ここで，ろ液及び洗液はビーカー又はマイヤーフラスコ 300 ml に受け，
                                                        
198 日本規格協会, JIS R 5202 : 2010, 前掲載書, pp.5-6 
ここで 
Insol. : セメントの不溶残分(%) 
 : 各種セメントの重量 (g) 




室温まで冷却し，250 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え，定容した。 
 沈殿はろ紙ごと磁性るつぼに加え 150 ℃に調整した電気炉中に置き，1 時間乾燥させた。   
続いて，300 ℃に調整した電気炉中で 1 時間，600 ℃に調整した電気炉中で 3 時間強熱し，
ろ紙を灰化した後，1050 ℃ に調節した電気炉中で 1 時間強熱し，デシケータ中で放冷し





・pH メーター (HANNA instruments, Portable pH Meter) 
・紫外可視分光光度計 (SHIMADZU, UV-2450) 
試薬 
・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調製した。 
・硝酸 (1+1) : 硝酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調製した。 
・アンモニア水 (1+1)：アンモニア水 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調製
した。 
・塩化ヒドロキシルアンモニウム溶液 (100 g / l) : 塩化ヒドロキシルアンモニウム (関東化
学，特級) 10 g を水に溶解させ，100 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容し
た。 
・1, 10-フェナントロリン溶液 (1 g / l) :  1,10-フェナントロリン一水和物 (関東化学，特級) 
0.55 g をエタノール (関東化学，特級) 50 ml に溶解させ，水を用いて 500 ml メスフラスコ
ここで 
SiO2 : 各種セメントの二酸化ケイ素の含有量 (%) 
Insol. : 各種セメントの不溶残分(%) 
 : 各種セメントの重量 (g) 






・酢酸アンモニウム溶液 (500 g / l) : 酢酸アンモニウム (関東化学，特級) 250 g を水に溶解
させ，500 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容した。 
・鉄標準液 (1.001 mg / ml，関東化学，原子吸光分析用) 
実験操作 
セメント中の酸化鉄の定量は JIS K 0102 工業廃水試験法中のフェナントロリン吸光光度法
に準拠し，実施した 199 。セメントの二酸化ケイ素の定量の際に保存したろ液から全量ピペ
ットを用いて 1.4 ml 分取し，水 20 ml 及び硝酸 (1+1) 1 ml を加え，約 90 ℃の水浴上で
数分間加熱した。次にマグネチックスターラーで撹拌しながら水 20 ml を加え， pH メー
ターを用いて pH 9 になるまでアンモニア水 (1+1) を少量ずつ添加し，数分間水浴場で加
熱し沈殿を生成させ，数分間放置した。 
沈殿が沈降した後，ろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 41, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃
に加熱した温水で 4 回洗浄した。その後，沈殿は元のビーカーに洗い入れ，塩酸 (1+1) 4 ml 
を加え，水浴上で加熱し溶解させ，先のろ紙を用いてろ過し，付着物も合わせて溶解させ，
約 90 ℃に加熱した温水で 7 回洗浄した。その後，ろ液をマグネチックスターラーで撹拌
しながら，塩化ヒドロキシルアンモニウム溶液 (100 g / l) 1 ml 及び 1, 10-フェナントロリン





                                                        
199 日本規格協会, JIS K 0102 : 2013 工業廃水試験法, 2013, pp.230-232 
ここで 
Fe2O3 : 酸化鉄の含有量 (%) 
C1：呈色溶液中の酸化鉄の量 (g / 100 ml) 






 放冷後，100 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容し，20 分間静置した。 
続いて，酸化鉄標準溶液 (Fe : 1.001 mg / ml) から全量ピペットを用いて，0 ml, 0.10 ml, 0.20 








・pH メーター (HANNA instruments, Portable pH Meter) 
試薬  
・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調製した。 
・メチルレッド指示薬 (2 g / l)：メチルレッド (関東化学，特級) 0.2 g をエタノール (関東
化学，特級) に溶解させ，100 ml メスフラスコを用いて標線までエタノールを加え定容し，
スポイト付き褐色瓶に保存した。 
・アンモニア水 (1+1)：アンモニア水 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調整
した。 
・硝酸アンモニウム溶液 (20 g / l)：硝酸アンモニウム (関東化学，特級) 10 g を水に溶解さ
せ，500 ml メスフラスコを用いて標線まで水を加え，定容した。 
・トリエタノールアミン溶液 (1+1)：2, 2.2.ニトリロトリエタノール (関東化学，特級) と水
を 1 : 1 の比率で混合させ，調整した。 
・水酸化カリウム溶液 (3 mol / l)：水酸化カリウム (関東化学，特級) 100 g を水に溶解させ，
500 ml メスフラスコを用いて標線まで水を加え，定容した。 
・カルシウム用指示薬：2-ヒドロキシ-1-(2-ヒドロキシ-4-スルホ-1-ナフチルアゾ)-3-ナフトエ
酸 (関東化学，特級) 0.1 g と硫酸カリウム (関東化学，特級) 10 g を均一になるまでメノウ
乳鉢を用いて混合粉砕し，遮光瓶に保存した。 
・亜鉛標準液 (0.02 mol / l) : 亜鉛 (関東化学，容量分析用標準) 0.65 g を量り取り，200 ml





した。本標準液の酸化アルミニウム相当量は式 (6) によって算出した。 
・塩化アンモニウム-アンモニア緩衝液 (pH 10)：塩化アンモニウム (関東化学，特級) 7 g を
少量の水に溶解させ，アンモニア水 57 ml を加え，100 ml メスフラスコに水で洗い移し，
標線まで水を加え，定容した。 
・EBT 指示薬：エリオクロムブラック T (関東化学，鹿 1 級) 0.2 g を 2, 2.2.ニトリロトリ
エタノール 15 ml 及びエタノール 5 ml に溶解させ，スポイト付き褐色瓶に保存した。 
・EDTA 標準液 (0.02 mol / l)：エチレンジアミン四酢酸二水素二ナトリウム二水和物 (関東






セメント中の酸化カルシウムの測定は JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法に準拠し，
実施した 200 。まず，EDTA 標準液 (0.02 mol / l) の酸化カルシウム相当量を算出した。 
亜鉛標準液 (0.02 mol / l) を全量ホールピペットを用いて 25 ml 分取し，200 ml ビーカーに
加え，水 75 ml を加えた。続いて，pH メーターを用いて pH 9.5-10.0 の範囲に収まるよう
に塩化アンモニウム-アンモニア緩衝液を少量ずつ添加し，調整した。次に，EBT 指示薬を
2, 3 滴添加し，EDTA 標準液 (0.02 mol / l) で滴定した。終点は赤紫色から赤みが消失し，
青色となった点とした。また，EDTA 標準液 (0.02 mol / l) の酸化カルシウム相当量は式 (7) 
                                                        
200 日本規格協会, JIS R 5202 : 2010 前掲載書, pp.9-11 
ここで 
 : 亜鉛標準液 (0.02 mol / l) のファクター 
 : 亜鉛の重量 (g) 







 セメントの二酸化けい素の定量の際に保存したろ液から全量ピペットを用いて 20 ml ず
つ 2 個の 300 ml ビーカーに分取した。各ビーカーに約 90 ℃の水を加え 150 ml とし，約 
90 ℃の水浴上で加熱した。続いて，メチルレッド指示薬 1, 2 滴加え，マグネチックスター
ラーで撹拌しながら溶液の色が赤色から黄色に変化するまでアンモニア水 (1+1) を少量ず
つ添加し，さらに 1, 2 滴加え，1 分間約 90 ℃の水浴上で加熱した。その際同時に硝酸ア
ンモニウム溶液 (20 g / l) を 200 ml マイヤーフラスコに加え，メチルレッド指示薬を 2 滴
程度加え，溶液の色が赤色から黄色に変化するまでアンモニア (1+1) を少量ずつ添加し，
加熱した。その後，加熱及び撹拌を止め，沈殿が沈降した後，ろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 
41, 110 mm) を用いてろ過し，あらかじめ加熱していた硝酸アンモニウム溶液 (20 g / l) に
よって 8 回洗浄し，ろ液及び洗液は 300 ml ビーカーに受けた。洗浄後，200 ml になるま
で約 90 ℃の水浴上で加熱濃縮し，室温まで冷却した。 
 マグネチックスターラーを用いて撹拌しながら，一方の加熱濃縮した溶液にトリエタノ
ールアミン (1+1) 2 ml 及び水酸化カリウム溶液 (3 mol / l) を加え，pH メーターを用いて 
pH 12.7 – 13.2 の範囲に収まるように調節した後 2 – 3 分静置した。再度マグネチックスタ
ーラーにより撹拌しながらカルシウム指示薬 0.1 g を添加し，EDTA 標準液 (0.02 mol / l) 
で滴定し，赤紫色から青色となった時を終点とし，これを予備滴定値とした。 
マグネチックスターラーを用いて撹拌しながら，もう一方の加熱濃縮した溶液にトリエタ
ノールアミン (1+1) 2 ml 及び，EDTA 標準液を予備滴定値よりも 2 ml 程度少ない量を添加
した。続いて，水酸化カリウム溶液 (3 mol / l) を加え， pH メーターを用いて pH 12.7 – 13.2 
ここで 
E：EDTA 標準液 (0.02 mol / l) 1 ml の酸化カルシウム相当量 (g) 
: 亜鉛標準液 (0.02 mol / l) のファクター 











・紫外可視分光光度計 (SHIMADZU, UV-2450) 
試薬 
・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合させ，調整した。 
・塩酸 (1+5) : 塩酸と水を 1 : 5 の比率で混合させ，調整した。 
・アスコルビン酸溶液 (100 g / l) : アスコルビン酸 (関東化学，特級) 50 g を量り取り，水
に溶解させ，500 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容した。 
・ジアンチピリルメタン溶液 (20 g / l) : 4, 4-ジアンチピリルメタン一水和物 (東京化成) 2 g 
を塩酸 (1 + 5) 30 ml に溶解させ，100 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容
した。 
・酸化チタン標準溶液 (TiO2 : 1.004 mg / ml，関東化学，原子吸光分析用)  
実験操作 
セメント中の酸化チタンの測定は JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法に準拠し，実
ここで 
CaO : 酸化カルシウム含有量 (%) 
E：EDTA 標準液 (0.02 mol / l) 1 ml の酸化カルシウム相当量 (g) 
m6 : セメント試料の重量 (g)  






いて 10 ml 分取し，それぞれ 50 ml メスフラスコに加え，塩酸 (1+1) 5 ml 及びアスコルビ
ン酸溶液 (100 g / l) 3 ml 添加し，1 分間放置し，ジアンチピリルメタン溶液 (20 g / l) 20 ml 
を加え，標線まで水を加え定容した後，1 時間放置した。 
続いて，酸化チタン標準溶液 (TiO2 : 1.004 mg / ml) から全量ピペットを用いて，0 ml, 0.05 









・電気炉 (ISUZU Muffle Furnace, AT-S13)試薬 
試薬 
・塩化バリウム溶液 (100 g / l) : 塩化バリウム二水和物 (関東化学，特級) 11.7 g を水に溶解
させ，100 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容した。 
 
                                                        
201 日本規格協会, JIS R 5202 : 2010 前掲載書, pp.18-19 
ここで 
TiO2 :酸化チタンの含有量 (%) 
a：呈色溶液中の酸化チタン (Ⅳ) 量 (g / 50 ml) 







セメント中の三酸化硫黄の測定は JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法に準拠し，実
施した 202 。すなわち，セメントの不溶残分試験の際に保存したろ液から全量ピペットを用
いて 200 ml 分取し，300 ml ビーカーに加えた。この溶液をマグネチックスターラーによ
って撹拌しながら 90 ℃以上の水浴上で 5 分間以上加熱し，塩化バリウム溶液 (100 g / l) 
10 ml を全量ピペットで量り取り，少量ずつ添加し，更に数分間撹拌しながら加熱を続けた。 
次に，撹拌を停止し，ビーカーに時計皿でふたをして，水浴上で加熱したまま 3 時間静置
した。その際，ビーカーの液量が約 200 ml に保たれるように注意し，必要に応じて温水を
加えた。その後，ろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 40, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃
の温水で 10 回洗浄した。 
ろ紙及び沈殿を磁性るつぼに加え 150 ℃に調整した電気炉中に置き，1 時間乾燥させた。
続いて，300 ℃に調整した電気炉中で 1 時間，600 ℃に調整した電気炉中で 3 時間強熱し，
ろ紙を灰化した後，950 ℃ に調節した電気炉中で 30 分間強熱し，デシケータ中で放冷し







・pH メーター (HANNA instruments, Portable pH Meter) 
 
                                                        
202 日本規格協会, JIS R 5202 : 2010 前掲載書, pp.14-15 
ここで 
SO3 : 三酸化硫黄の含有量 (%) 
m9：硫酸バリウムの沈澱の重量 (g) 






・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合させ，調整した。 
・EDTA 溶液 (0.01 mol / l) : エチレンジアミン四酢酸二水素二ナトリウム二水和物 (関東化
学，特級) 1.865 g を水に溶解させ，500 ml メスフラスコを用いて標線まで水を加え，定容
した。 
・酢酸 - 酢酸ナトリウム緩衝液 (pH 5.5) : 酢酸ナトリウム三水和物 (関東化学，特級) 250 
g を水に溶解させ，pH メーターを用いて pH 5.5 になるように酢酸 (関東化学，特級) を
徐々に加え，1000 ml メスフラスコで定容した。 
・酢酸アンモニウム溶液 (200 g / l) : 酢酸アンモニウム (関東化学，特級) 100 g を水に溶解
させ，500 ml メスフラスコを用いて標線まで水を加え定容した。 
・キシレノールオレンジ溶液 (1 g / l) : キシレノールオレンジ (東京化成) 0.1 g を水に溶解
させ，100 ml メスフラスコを用いて標線まで水を加え，定容した。 
・亜鉛標準液 (0.01 mol / l) :亜鉛 (関東化学，容量分析用標準) 0.65 g を量り取り，ビーカー 
200 ml に加え，水 10 ml 及び塩酸 (1+1) 20 ml を添加し，時計皿でふたをして約 90 ℃の
水浴上で加熱し，溶解させた。亜鉛が完全に溶解したことを確認した後，時計皿を水で洗浄
し，水 100 ml 及び上記で調製した酢酸アンモニウム溶液を添加し，pH メーターを用いて 
pH 5.5 に調節し，1000 ml メスフラスコを用いて標線まで水を加え，定容した。本標準液の





E : 亜鉛標準液 (0.01 mol / l) 1 ml の酸化アルミニウム相当量 (g) 
 : 亜鉛の重量 (g) 






 セメント中の酸化アルミニウムの測定は JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法に準
拠し，実施した 203 。すなわち，セメントの二酸化けい素の定量の際に保存したろ液から全
量ピペットを用いて 25 ml 分取し，ビーカー 300 ml に加え，EDTA 溶液 (0.01 mol / l) を
全量ピペットを用いて 30 ml 添加した後，水 45 ml を加え，液量を 100 ml とした。 
次に，マグネチックスターターによって撹拌しながら，酢酸ナトリウム溶液 (pH 5.5) を徐々
に添加し，pH メーターを用いて pH を 3 に調整した後，約 90 ℃の水浴上で 5 分間加熱
した。 
 加熱後，室温まで冷却し，酢酸アンモニウム溶液 (200 g / l) を添加し，pH メーターを用
いて pH 5.5 に調節し，キシレノールオレンジ指示薬 1,2 滴添加し，亜鉛標準液 (0.01 mol 
/ l) で滴定し，黄色が赤みを帯びたときを終点とした。セメント中の酸化アルミニウムの含
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ここで 
Al2O3 : 酸化アルミニウムの含有量 (%) 
V6 : 亜鉛標準液 (0.01 mol / l) の使用量 (ml) 
V7 : 亜鉛標準液 (0.01 mol / l) の使用量 (ml) 
E : 亜鉛標準液 (0.01 mol / l) 1 ml の酸化アルミニウム相当量 (g) 
 : セメント試料の重量 (g) 
Fe2O3 : 酸化鉄の含有量 (%) 









・フェノールフタレイン溶液 : フェノールフタレイン (関東化学，特級) 1 g をエタノール
に溶かし，100 ml メスフラスコの標線までエタノールを加え，定容した。 
・酢酸アンモニウム溶液 : 酢酸アンモニウム (関東化学，特級) 8 g を少量のエタノールに
溶解させた後，500 ml メスフラスコに洗い移し，標線までエタノールを加え定容した。 
・酢酸アンモニウム標準液 : 酸化カルシウム 0.025 g を 100 ml ビーカーに加え，80 ± 5 ℃ 
に加熱したエチレングリコール 40 ml ，フェノールフタレイン溶液を数滴加え，ホットス
ターラーで撹拌しながら加熱した。加熱中は 80 ± 5 ℃を維持し，5 分間溶出させた後，溶
液が無色となるまで酢酸アンモニウム溶液で滴定した。本標準液の酸化カルシウム相当量




 セメント中の遊離酸化カルシウムの測定は JCASⅠ- 01 : 1997 遊離酸化カルシウムの定
量方法のエチレングリコール法 (A 法) に準拠し，実施した 204 。すなわち，細粉したセメ
ント試料を 1 g 正確に量り取り，100 ml ビーカーに加えた。次に，80 ± 5 ℃ に加熱したエ
                                                        
204 社団法人 セメント協会, JCAS I -01 : 1997 遊離酸化カルシウムの定量方法, 1997, pp.1-2 
ここで 
E : 酢酸アンモニウム標準液の酸化カルシウム相当量 (g / ml) 
m10 : 酸化カルシウムの重量 (g) 





チレングリコール 40 ml ，フェノールフタレイン溶液を数滴加え，ホットスターラーで撹







 本実験では，中国産の 42.5 普通セメントを使用した。使用したセメントの化学組成を表
4.1 に示した。定量結果から，普通ポルトランドセメントの化学組成と比較し，二酸化ケイ
ここで 
f. CaO : 遊離酸化カルシウムの含有量 (%) 
m11 : セメント試料の重量 (g) 
v9 : 酢酸アンモニウム標準液の使用量 (ml)  



















41.7 15.8 16.2 7.0 5.8 0.5 87 
*1 : f-CaO (Free CaO)，遊離酸化カルシウムの略称。 
 



















16.5 7.6 2.3 54.3 3.0 9.1 4.4 97.2 3.0 
*1 : LOI (Loss on Ignition)，強熱減量の略称。 
120 
 
素及び酸化カルシウムの量が少ない値を示した。表 4.2 にボーグ式 205 によって算出した







フライアッシュの比重の測定は JIS R 5201 : 1997 セメントの物理試験方法に準拠し，実施
した 207 。ルシャテリエフラスコの目盛 0 – 1 ml の間まで軽油を加え，あらかじめ 20 ℃
に設定した水槽中に静置し，軽油の液面の高さが一定になった時の目盛を記録した。 
 次に試料を約 70 g を 0.1 g まで量り取り，少量ずつフラスコに添加した。試料を全て添
加した後，ふたをして振り混ぜ空気を十分に追い出し，再びフラスコを水槽内に静置し，軽
油の液面の高さが一定になった時の目盛を記録した。密度は式 (15) によって算出した。 
 
                                                        
205  セメントの化学分析結果から下記の計算式 (ボーグ式) を用いることで，セメントの鉱物組成を算出
することができる。下記の式は UNDERSTANDING CEMENT Interpreting Cement Science Since 2005, 入
手先〈http://www.understanding-cement.com/bogue.html〉, 参照 2016-02-04 及び，株式会社 セメントジ
ャーナル社, 「第 2 回セメントは何で出来ているのか」, 『コンクリート工業新聞』, p.3, 入手先
〈http://beton.co.jp/webmagazine/02.pdf〉, 参照 2016-02-04 中の式を引用した。 
C3S = 4.0710 CaO – (7.6024 SiO2 + 1.4297 Fe2O3 + 6.7187 Al2O3) 
C2S = (8.6024 SiO2 + 1.0785 Fe2O3 + 5.0683 Al2O3) - 3.0710 CaO 
C3A = 2.6504 Al2O3 - 1.6920 Fe2O3 
C4AF = 3.0432 Fe2O3 
CaSO4 = 1.70 SO3 
206  C3S, C2S, C3A, C4AF はそれぞれ略称である。詳細は「第 2 章の表 2.20 ポルトランドセメントの鉱物
組成」に記載した。 
207  日本規格協会, JIS R 5201 : 1997 前掲載書, pp.2-3 
ここで 
p : 試料の密度 (g/cm3) 
 : 量り取った試料の重量 (g) 






・電気炉 (ISUZU Muffle Furnace, AT-S13) 
実験操作 
フライアッシュの湿分の測定は JIS A 6201 : 1999 コンクリート用フライアッシュに準拠し，
実施した 208 。すなわち，各種フライアッシュを約 2g，0.001g まで正確に秤量し，磁性る
つぼに加え薄く広げ，あらかじめ 105℃に調整した電気炉中で 2 時間乾燥を行った。乾燥
後，デシケータ中で放冷した後，重量を測定した。その後，同様の操作を恒量になるまで繰





・レーザー回折式粒度分布測定装置 (SHIMADZU, SALD-7000) 
試薬 
・0.2 wt% ヘキサメタりん酸溶液 : ヘキサメタりん酸ナトリウム (関東化学，特級) 1 g を




                                                        
208  日本規格協会, JIS A 6201 : 1999 コンクリート用フライアッシュ, 1999, pp.3 
209  山本武志, 金津努, 「レーザー回折・散乱法によるフライアッシュの粒度分布測定」, 『セメント・コ
ンクリート論文集』, No.52, pp.262-266, 1998.12 
ここで 
M : フライアッシュの湿分(%) 
 : 各種フライアッシュの質量 (g) 


















                                                        
210 川端雄一郎, 松下博通, 「アルカリシリカ反応抑制の観点からのフライアッシュの品質評価に関する研





AFAi：i 番目の粒径 liと i+1 番目の粒径 li+1 の間の体積基準比表面積(cm2/cm3) 
 AFA：フライアッシュのレーザー比表面積(cm2/cm3) 
xi ：liと li+1 の間の百分率(%) 








・電気炉 (ISUZU Muffle Furnace, AT-S13) 
実験操作 
フライアッシュの強熱減量測定は JIS A 6201 : 2008 コンクリート用フライアッシュに準拠
し，実施した 213 。すなわち，あらかじめ 800 ℃に調整した電気炉で空焼きを行い，風袋
を量った磁性るつぼに各種フライアッシュを 1g，0.001g まで正確に秤量し，るつぼに少し
すきまを開け，ふたをした後電気炉中に置いた。次に 950℃に昇温した電気炉中で 15 分間
強熱した。強熱後，デシケータ中で放冷し，重量を測定した。その後，同様の操作を秤量に





・電気炉 (ISUZU Muffle Furnace, AT-S13)試薬 
試薬 
・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合させた。 
・炭酸ナトリウム溶液 (50 g / l) : 炭酸ナトリウム (関東化学，特級) を 25 g 量り取り，水
に溶解させ，500 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容した。 
                                                        
213 日本規格協会, JIS A 6201 : 1999, 前掲載書, pp.3 
ここで 
ig.loss : フライアッシュの強熱減量 (%) 
 : 各種フライアッシュの質量 (g) 




・メチルレッド指示薬 (2 g / l) : メチルレッド (関東化学，特級) 0.2 g をエタノール (関東
化学，特級) に溶解させ，100 ml メスフラスコを用いて標線までエタノールを加え定容し，
スポイト付き褐色瓶に保存した。 
実験操作 
フライアッシュの不溶残分量の測定は JIS R 5202 : 2010 セメントの化学分析方法に準拠し，
実施した 214 。すなわち，各種フライアッシュを 1g，0.001g まで正確に秤量し，乾燥した
ビーカー100 ml 又は 200 ml に入れ，水 20 ml 及び塩酸 (1+1) 10 ml を加え，ガラス棒の先
で試料をよく潰し，可溶分が完全に溶解するまでよくかき混ぜた。次に約 90℃ の温水を 
20 ml 加え，時計皿でふたをして，約 90 ℃ の水浴上で 10 分間加熱した。 
次にろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 40, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃の温水で 8 回
洗浄を行った。ここで，ろ液及び洗液はビーカー又はマイヤーフラスコ 300 ml に受け，室
温まで冷却し，250 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え，定容した。 
 洗浄したろ紙を元のビーカーに入れ，炭酸ナトリウム溶液 (50 g / L) 50 ml 加え，ろ紙を
ほぐしながらよくかき混ぜ，時計皿でふたをし，約 90 ℃ の水浴上で 15 分間加熱した。 
加熱後，メチルレッド指示薬を 1, 2 滴加え，塩酸 (1+1) を少量ずつ加え中和し，溶液の色
が黄色から赤色に変わった後さらに 2 滴加えた 215 。 
次にろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 40, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃の温水で 10 
回洗浄を行った後，ろ紙を磁性るつぼに加え 150 ℃に調整した電気炉中に置き，1 時間乾
燥させた。続いて，300 ℃に調整した電気炉中で 1 時間，600 ℃に調整した電気炉中で 3 時 
 
                                                        





Insol. : フライアッシュの不溶残分(%) 
 : 各種フライアッシュの質量 (g) 




間強熱し，ろ紙を灰化した後，950 ℃ に調節した電気炉中で 30 分間強熱し，デシケータ











・エックス線回折装置 (PHILIPS X’Pert MPD) 
実験操作 
フライアッシュはアルミナ乳鉢によって指で粒として感じなくなるまで微粉砕したものを
測定試料とした。粉末エックス線回折の測定条件はターゲット CuKα，管電圧 45 kV，管電
流 40 mA，走査範囲 2θ = 10 - 60°，ステップ幅 0.05 の条件で行った。 
フライアッシュのリートベルト解析は内部標準物質としてコランダムを 20 % 添加して行
った。粉末エックス線回折の測定条件はターゲット CuKα，管電圧 45 kV，管電流 40 mA，
走査範囲 2θ = 10 - 60°，ステップ幅 0.05 の条件で行い，リートベルト解析ソフトは High 
Score Plus を使用した。解析対象鉱物はピークが確認された鉱物，すなわち Quartz，Hematite，




本研究で使用したフライアッシュは第四火力発電所から排出された FA-1, FA-2 (いずれも 
Shivee ovoo フライアッシュであり，採取日が異なる)，FA-3, FA-4 (いずれも Baganuur フラ
イアッシュであり，採取日が異なる) の計 4 種類，すべて原粉を使用した。また，いずれ 
 
                                                        
216 鉱物名称。化学式で表した場合，Quartz (SiO2)，Hematite (α-Fe2O3)，Magnetite (Fe3O4)，Lime (CaO)，




表 4.3 フライアッシュの特性 
項目 / 種類 FA-1 FA-2 FA-3 FA-4 
密度(g/cm3) 2.5 2.6 2.5 2.5 
湿分(%) 0.0 0.2 0.1 0.1 
不溶残分(%) 48.6 38.6 56.6 64.6 
平均粒径(µm) 35.9 18.4 19.8 8.1 
比表面積(cm2/cm3) 15,409 31,441 26,096 45,943 
 
SiO2 43.4 38.1 47.2 53.1 
Al2O3 12.4 11.7 14.2 14.4 
Fe2O3 7.1 7.3 12.0 12.8 
化学組成 CaO 23.8 27.9 18.6 13.2 
(wt%) SO3 4.2 5.2 1.2 1.2 
 
MgO 4.6 5.2 2.2 1.6 
Na2O 0.9 1.2 0.6 0.4 
K2O 1.1 0.9 1.1 1.4 
強熱減量(%) 0.8 0.8 1.5 0.5 
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のフライアッシュも CaO 含有量が 10 % 以上であるため，Class C フライアッシュに分類さ
れる217。 
 表 4.3 は本実験で使用したフライアッシュの特性の結果をまとめて示した 218 ものであ
る。今回使用したフライアッシュの化学組成は SiO2，Al2O3，CaO，Fe2O3 が主要な構成成分
であり，それぞれ採取日また，石炭の産地が異なるため，物理的・化学的性質が異なること
が確認できる。加えて，すべてのフライアッシュが CaO を 10 % 以上含有している点が一













 細骨材（Bayan Sumber Bogd，密度 2.60g / cm3，粗粒率 3.10）・粗骨材（Bayan Tortsog Khairhan，
                                                        
217 Dan Ravina, P.K. Mehta, 前掲載書, pp.571 - 583 
218 「表 4.3 フライアッシュの特性」中の化学組成の値は，蛍光エックス線測定の結果，それぞれの酸化物
の値に換算した値である。 
表 4.4 リートベルト法によって定量したフライアッシュの鉱物組成割合 
項目 / 種類 FA-1 FA-2 FA-3 FA-4 
鉱物割合 
(wt%) 
Quartz 13.4 8.4 18.4 21.2 
Hematite 4.5 3.6 1.7 1.6 
Magnetite - - 1.8 3.3 
Lime 0.7 1.9 - - 
Akermanite 8.7 - 6.0 - 
Merwinite - 6.9 - - 
Anhydrite 2.8 5.7 - - 








 基準コンクリート及びフライアッシュコンクリートの配合を表 4.5 に示す。使用したフ




ュの置換率は最大 40 % とした。目標スランプ値 219 を 200 ± 20 mm とし，減水剤の使用量
は紛体比に対してすべて同一とし，水への内割として添加した。また，スランプ試験は JIS 




 図 4.4 に使用した水平一軸型ミキサ，図 4.5 に作業の状況，図 4.6 に供試体の作成状況，
図 4.7 に供試体作成後の状況，図 4.8 に水中養生の状況を示した。 
コンクリートの練混ぜには水平一軸型ミキサを用い，粉体，細骨材，粗骨材を投入し 30 
                                                        
219 スランプとは練り混ぜ後のコンクリートの流動性を表す値である。また，スランプ試験とはこの値を測
定するための試験方法である。一般的にスランプ値が高いコンクリートは流動性が高い。 
220 日本規格協会, JIS A 1101 : 2005, コンクリートのスランプ試験方法, 2005, pp.1-3 








単位量 (kg/m3)      実測スランプ 





164 356 0 1001 878 200 
FA-1-10 FA-1 10 164 320 36 999 878 225 
FA-1-20 FA-1 20 163 284 71 996 875 210 
FA-1-40 FA-1 40 162 212 141 991 871 205 
FA-2-10 FA-2 10 164 320 36 999 878 230 
FA-2-20 FA-2 20 164 284 71 997 876 225 
FA-3-10 FA-3 10 164 320 36 999 878 210 
FA-3-20 FA-3 20 163 284 71 996 876 205 
FA-3-40 FA-3 40 163 212 141 992 871 190 
FA-4-10 FA-4 10 164 320 36 999 878 215 







図 4.2 スランプ試験の状況 1 
 
 






図 4.4 使用した水平一軸型ミキサ 
 
 






図 4.6 供試体の作成状況 
 
写真の提供者: Dinil Pushpalal, Professor, Tohoku University 
 





写真の提供者: Dinil Pushpalal, Professor, Tohoku University 
 
図 4.8 水中養生の状況 
 
写真の提供者: Dinil Pushpalal, Professor, Tohoku University 
 




























    b) フライアッシュ置換率 20 % 

































た。供試体は φ 10 × 20 cm 円柱形型枠に成形した。基準コンクリート，フライアッシュコ
ンクリート共に打設後 2 日で供試体を脱型し，水槽内に静置し，所定の材齢まで 20  ±  
2  ℃ の水中にて養生を行った。 
 
2.7.4 コンクリートの圧縮強度試験 
図 4.9 に圧縮強度試験機を示した。試験材齢及び圧縮強度試験は 3 日，7 日，28  




図 4.10 (a)，(b)，(c) にそれぞれ各種フライアッシュ置換率 10 %，20 %，40 % の圧縮強度
試験結果を示した。FA-1 フライアッシュについては，フライアッシュ置換率 20 %までは， 
                                                        

























(c) フライアッシュ置換率 40 % 




































   フライアッシュ置換率 (%) 
   (a) FA-1 フライアッシュ 
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(21)  
WAnhydrite：コンクリート 1m3 当たりの硫酸カルシウム量 (kg/m3) 








材齢 3 日の段階で Normal の強度を上回り，中でも置換率 20 % ではいずれの材齢におい
ても最も高い強度を示した。しかし，置換率 40 % ではセメント量も低下するため，置換率 
20 % までと比較した場合，いずれの材齢においても圧縮強度は減少したが，28 日強度は
Normal とほぼ同等の値を示し，91 日では Normal の強度を上回った。 
FA-2 フライアッシュについては置換率 10 % でいずれの材齢においても最も高い強度を示






























       フライアッシュ置換率 (%)  
     (b) FA-2 フライアッシュ 
    図 4.11 硫酸カルシウム量と圧縮強度の関係 
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137 
 
Poon らの報告 222 と同様に，フライアッシュに含有された硫酸カルシウムとポゾラン反応
に起因すると推測される。 
 同様に FA-3，FA-4 フライアッシュの場合は FA-1，FA-2 フライアッシュの場合と比較
し，各材齢における強度が低くなる傾向を示した。加えて，FA-3 フライアッシュ置換率 





 前節の実験結果を踏まえ，コンクリート 1 m3 に含まれるフライアッシュの硫酸カルシウ
ム量の合計値と圧縮強度について考察を行った。コンクリート 1 m3 中のフライアッシュの
硫酸カルシウム量は式 (21) によって算出した。Poon らの報告 223 と同様にセメントに含
まれる石膏は考慮しないものとした。図 4.11 (a) に FA-1，(b) に FA- 2 フライアッシュにつ
いて式 (21) によって求めた硫酸カルシウム量と各材齢における圧縮強度及びフライアッ
シュの置換率の関係を示した。FA-1 フライアッシュの場合，フライアッシュ置換率 10 % 
ではコンクリート 1m3 当たり硫酸カルシウムは 1 kg / m3 含まれている。同様に置換率 
20 % では 2  kg / m3，置換率 40 % では 4  kg / m3  であり，FA-2 フライアッシュの場
合，フライアッシュ置換率 10 % ではコンクリート 1 m3 当たり硫酸カルシウムは 2 kg / m3 
含まれており，置換率 20 % では 4  kg / m3 であった。また，各図に 2 次関数によって回
帰分析を行った結果，得られた回帰曲線を併記した。いずれにおいても，得られた頂点は 
1.5 - 2.5  kg  /m3 に位置していることがわかる。 Poon らは結合材量に対して，硫酸カル
シウム量を種々変化させた実験を行い，最適な硫酸カルシウムの量が存在すると報告して
いる 224 。本実験においても同様に最適な硫酸カルシウム量が存在し，その量は 1.5 - 2.5  




                                                        
222 C.S. Poon, S.C .Kou, L. Lam, Z.S. Lin, 「Activation of Fly Ash / Cement Systems Using Calcium Sulfate Anhydrite 






















ム量には最適量が存在することが明らかとなり，その量はコンクリート 1 m3 当たり，1.5 – 




















シウム (硫酸イオン) 測定法の開発に着手した。 
第 1 章でも述べたが，フライアッシュの品質評価に関する先行研究として，山本らは API 











                                                        
225  山本武志, 金津努, 「フライアッシュのポゾラン反応性を評価するための促進化学試験法 (API 法) の
適用性評価」, 『コンクリート工学年次論文集』, Vol.26, No.1, 2004, pp.171-176 
226  楠貞則, 添田政司, 大和竹史, 「フライアッシュコンクリートの簡易品質評価手法に関する研究」, 『土
木学会論文集 E』, Vol.65, No.1, 2009, pp.93.102 
227  林田弘, 永長久彦, 「比色分析によるセメント中の無水硫酸の迅速定量」, 『分析化学』, Vol.12, No.1, 
1963, pp.47-54 
228  西口靖彦, 大阪隆志, 安藤貞, 早坂貴代史, 池田順一, 堀兼明, 須賀有子, 福永亜矢子, 「飼料中のマグ
ネシウム，カリウム，カルシウム含量の迅速測定法 2. 比色・比濁法による定量法」, 『近畿中国四国

















・pH メーター (HANNA instruments, Portable pH Meter) 
・紫外可視分光光度計 (SHIMADZU, UV-2450) 
試薬 
・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調製した。 
・硝酸 (1+1) : 硝酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調製した。 
・アンモニア水 (1+1)：アンモニア水 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合し，調製
した。 
・塩化ヒドロキシルアンモニウム溶液 (100 g / l) : 塩化ヒドロキシルアンモニウム (関東化
学，特級) 10 g を水に溶解させ，100 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容
した。 
・1, 10-フェナントロリン溶液 (1 g / l) :  1,10-フェナントロリン一水和物 (関東化学，特級) 
                                                        
229  環境省自然環境局, 「鉱泉分析法指針 (平成 26 年度改訂)」, 2014, pp.125-126 
230   Fumitaka Wakabayashi, 「A DVD Spectroscope : A Simple, High-Resolution Classroom Spectroscope」 , 
『Journal of Chemical Education』, Vol.83, No.1, 2006, pp.56-58 
231  若林文高, 小川義和, 米田成一, 「潜望鏡型 DVD 分光器の製作と観測スペクトル画像のチャート化」, 
『日本科学教育学会年会論文集』, No.30, 2006, pp.441 
232  若林文高, 「博物館を基盤とした初等中等教育レベルでの微視的物質観育成のための教育材開発と発
展」, 『化学と教育』, Vol.54, No.5, 2006, pp.260-263 
233  若林文高, 国立科学博物館教材資料, 潜望鏡型 DVD 分光器ペーパークラフト 
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0.55 g をエタノール (関東化学，特級) 50 ml に溶解させ，水を用いて 500 ml メスフラス
コに洗い移し，標線まで水を加え定容した。 
・酢酸アンモニウム溶液 (500 g / l) : 酢酸アンモニウム (関東化学，特級) 250 g を水に溶解
させ，500 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容した。 
・鉄標準液 (1.001 mg / ml，関東化学，原子吸光分析用)実験操作 
実験操作 
酸化鉄の 0 – 0.5 mg / l の各種試験溶液は JIS K 0102 工業廃水試験法中のフェナントロリ
ン吸光光度法に準拠し，実施した 234 。すなわち，酸化鉄標準溶液 (Fe : 1.001 mg / ml) から
全量ピペットを用いて，0 - 0.40 ml (鉄イオン 0 – 0.4 mg) 分取し，純水 20 ml 及び硝酸 (1+1) 
1 ml を加え，約 90 ℃の水浴上で数分間加熱した。 
次にマグネチックスターラーで撹拌しながら純水 20 ml を加え， pH メーターを用いて 
pH 9 になるまでアンモニア水 (1+1) を少量ずつ添加し，数分間水浴場で加熱し沈殿を生成
させ，数分間放置した。 
沈殿が沈降した後，ろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 41, 110 mm) を用いてろ過し，約 
90 ℃に加熱した温水で 4 回洗浄した。その後，沈殿は元のビーカーに洗い入れ，塩酸 (1+1) 
4 ml を加え，水浴上で加熱し溶解させ，先のろ紙用いてろ過し，付着物も合わせて溶解さ
せ，約 90 ℃に加熱した温水で 7 回洗浄した。 
その後，ろ液をマグネチックスターラーで撹拌しながら，塩化ヒドロキシルアンモニウム
溶液 (100 g / l) 1 ml 及び 1, 10-フェナントロリン溶液 (1 g / l) 5 ml，酢酸アンモニウム溶液 
(500 g / l) 10 ml 添加した後，静置し，放冷した。放冷後，100 ml メスフラスコに洗い移し，
標線まで水を加え定容し，20 分間静置した。 
吸光度の測定は，それぞれの溶液の一部を吸光セルに分取し，水を対照液として波長 510 






・pH メーター (HANNA instruments, Portable pH Meter) 
                                                        
234 日本規格協会, JIS K 0102.2013 工業廃水試験法, 2013, pp.230-232 
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・紫外可視分光光度計 (SHIMADZU, UV-2450) 
試薬 
・硫酸イオン標準溶液 (100 mg / l) : 硫酸カリウム (関東化学，特級) 1.815 g を秤取し，100 
ml メスフラスコに加え，標線まで水を加え定容した。続いて，この溶液から 1ml 分取し
100 ml メスフラスコに加え，標線まで水を加え定容した。これを硫酸イオン標準液とした。 
・食塩 – 塩酸緩衝液 : 塩化ナトリウム (林純薬工業，特級) 48 g を約 150 ml の水に溶解




鉱泉分析法指針 (平成 26 年度改訂版) の硫酸バリウム比濁法に準拠し，実施した 235 。
すなわち，硫酸イオン標準液をそれぞれ 0 - 40 ml (硫酸イオン 0 – 4.0 mg) 分取し，それぞ
れ二つの 200 ml ビーカーに加えた。続いて，マグネチックスターラーで撹拌しながら水を
加え 50 ml にした後，食塩 - 塩酸緩衝液 10 ml 及び塩化バリウム二水和物 0.58 g を添加
し，結晶が完全に溶解するまでマグネチックスターラーで激しく撹拌した。これを試験溶液
とし，もう一方の溶液を対照液とした。 
 第 4 章「2.2.2, 2.5.2 不溶残分」と同様の操作 236 によって保存したろ液から 10 ml - 30 
ml (火力発電所からのフライアッシュの持ち帰り制限が厳しく，本論文では現地で採取した
6 種類のフライアッシュ，すなわち 2014.08.06, 2014.09.10 に第四火力発電所から採取した 
Shivee ovoo, Baganuur フライアッシュ及び，2014.04.04 に採取した Shivee ovoo, Baganuur フ
ライアッシュを用いて検討した。加えて，それぞれのフライアッシュを溶解させた溶液の分
取量は 0806 SV, 0910 SV は 10 ml, その他のフライアッシュは全て 30 ml である) 分取し，
二つの 200 ml ビーカーに加えた。続いて，マグネチックスターラーで撹拌しながら純水を
加え 50 ml にした後，食塩 - 塩酸緩衝液 10 ml を加えた。その後，一方のビーカーに塩化
バリウム二水和物の結晶 0.58 g 添加し，上記と同様に操作した。 
吸光度の測定は，それぞれの溶液の一部を吸光セルに分取し，水を対照液として波長 430 
nm の吸光度を紫外可視分光光度計によって測定した。また各試験溶液の吸光度は対照液の
                                                        
235 環境省自然環境局, 前掲載書 
236 ここで述べた不要残分と同様の操作とは，試料を HCl (1 + 1) で溶解させた後，ろ過，温水洗浄し，250 










・電気炉 (ISUZU Muffle Furnace, AT-S13) 
試薬 
・塩酸 (1+1) : 塩酸 (関東化学，特級) と水を 1 : 1 の比率で混合させ，調整した。 
・塩化バリウム溶液 (100 g / l) : 塩化バリウム二水和物 (関東化学，特級)  11.7 g を水に溶
解させ，100 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え定容した。 
実験操作 
フライアッシュの硫酸イオンの測定は JIS R 5202.2010 セメントの化学分析方法を参考
に測定した 237 。すなわち，各種フライアッシュ (0806 SV, 0910 SV, 0806 BA, 0910 BA, 0404 
SV, 0404 BA の 6 種類) を 1g，0.001g まで正確に秤量し，乾燥したビーカー100 ml 又は 200 
ml に入れ，水 20ml 及び塩酸 (1+1) 10 ml を加え，ガラス棒の先で試料をよく潰し，可溶
分が完全に溶解するまでよくかき混ぜた。次に約 90℃ の温水を 20 ml 加え，時計皿でふ
たをして，約 90 ℃ の水浴上で 10 分間加熱した。 
次にろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 40, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃の温水で 8 
回洗浄を行った。ここで，ろ液及び洗液はビーカー又はマイヤーフラスコ 300 ml に受け，
室温まで冷却し，250 ml メスフラスコに洗い移し，標線まで水を加え，定容した。 
 続いてこの溶液から全量ピペットを用いて 200 ml 分取し，300 ml ビーカーに加えた。
この溶液をマグネチックスターラーによって撹拌しながら  90 ℃以上の水浴上で 5 分間
以上加熱し，塩化バリウム溶液 (100 g / l) 10 ml を全量ピペットで量り取り，少量ずつ添加
し，更に数分間撹拌しながら加熱し続けた。その後，撹拌を停止し，ビーカーに時計皿でふ
たをして，加熱した状態を維持したまま約 3 時間静置した。その際，ビーカーの液量が約 
200 ml に保たれるように注意し，必要に応じて温水を加えた。 
その後，ろ紙 (Whatman, FILTER PAPERS, 40, 110 mm) を用いてろ過し，約 90 ℃の温水
で 10 回洗浄を行った。ろ紙及び沈殿を磁性るつぼに加え 150 ℃に調整した電気炉中に置
                                                        
237 日本規格協会, JIS R 5202.2010 セメントの化学分析方法, 2010, pp.14.15 
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き，1 時間乾燥させた。続いて，300 ℃に調整した電気炉中で 1 時間，600 ℃に調整した電





2.3 簡易型 DVD 分光器の作成 
図 5.3 に簡易型分光器の作成キットを示した 238 。これは若林によって提案された簡易
型 DVD 分光器である。このように紙，はさみ，のり等で容易に作成でき，簡単な仕組みで
あるが，非常に優れた分解能を有している。 
簡易型 DVD 分光器の作成は，図 5.3 の台紙から切り離し，台紙に書かれている指示に従
い，作成を行った。使用した DVD は TDK の DVD-R，4.7 GB，片面一層式であり，90 ℃
以上の水浴上で数分間加熱し，柔らかくした後 1 / 8 等分し，使用した。また，小型のアク
リルミラー等を使用すると指示されていたが，今回は裏面に両面テープが貼られているミ
ラープレートを使用した。 
作成した簡易型 DVD 分光器を図 5.4 に示した。これに遮光状態とするため，アルミホイ
ルによって作成した簡易型 DVD 分光器を包み，分光器の「観察窓」がデジタルカメラのレ
ンズの正面に位置するよう固定した。その後，簡易型分光器と同様にデジタルカメラもアル
ミホイルで包み，遮光状態とした。図 5.5 に遮光状態とした簡易型 DVD 分光器とデジタル
カメラに取り付けた状態を示した。 
                                                        
238 若林文高, 国立科学博物館教材資料, 潜望鏡型 DVD 分光器ペーパークラフト 
ここで 
SO42. : 硫酸イオンの含有量 (%) 
m2：硫酸バリウムの沈澱の重量 (g) 







鉄の濃度は左から順に 0 mg / l，1.0 mg / l，2.0 mg / l，3.0 mg / l，4.0 mg / l である。 
 
図 5.1 発色後のオルトフェナントロリン溶液 
 
硫酸イオンの濃度は左から順に 0 mg / l，1.0 mg / l，2.0 mg / l，3.0 mg / l，4.0 mg / l で
ある。 
 

























































































図 5.5 カメラに取り付けた遮光状態の簡易型 DVD 分光器 
  




2.4 簡易型 DVD 分光器を用いたデジタルカメラの撮影方法 




表 5.1 撮影に使用した機器及び，デジタルカメラの撮影条件 
使用したカメラ RICOH WG-4 
使用した蛍光灯 
(株)オーム電機 ファイブエコ昼白色 
(スライダックにより電圧を 110V に調整) 
ホワイトバランス 昼白色蛍光灯 
感度 200 
感度 AUTO 調整範囲 ISO 125-200 
露出補正 - 1.7 
その他の自動補正はすべてオフにした 
 





る Image J 239 によって解析した。解析方法を下記の (1) – (3) に示した。文中の (1) は「図
5.7 解析方法 (1)」，(2) は「図 5.8 解析方法 (2)」，(3) は「図 5.9 解析方法 (3)」に対応して
                                                        
239 「ImageJ は画像を処理したり，解析したりすることのできるフリーのソフトウェアである。科学分野に
おける画像解析によく利用され，特に生物学の世界において重宝されている」。宮城教育大学ホームペ
ージ, 入手先〈http://tec.miyakyo-u.ac.jp/hoshi/imagej2014/index.htm〉, 参照 2016-02.04 より引用した。 
図 5.7 解析方法 (1) 
 
 




(1) Image J を起動し，撮影した写真ファイルを開き (File → Open)，左に 90°回転を行う
(Image → Transform )。 
(2) 解析する範囲を選択し，Analyze →Plot profile を実行し，横軸がピクセル，縦軸が輝度










輝度の結果(I1) から log (I0/I1) を計算し，横軸が波長，縦軸が輝度のグラフを作成する。
定量分析には，オルトフェナントロリン吸光光度法は 510 nm, 硫酸バリウム比濁法は 
430 nm の強度値を使用した。 
 
 






 図 5.10 に簡易型 DVD 分光器を用い，デジタルカメラで撮影した対照駅と試験溶液の結




5.11 に簡易型 DVD 分光器の測定結果，比較の為，図 5.12 に紫外可視分光光度計の測定結
果を示した。いずれも下から順に鉄の濃度は 0 mg / l，1.0 mg / l，2.0 mg / l，3.0 mg / l，4.0 
mg / l である。いずれの方法で測定した場合も 510 nm に極大吸収が認められ，482 nm の吸
収も確認できる。加えて，紫外可視分光光度計で測定した場合，510 nm の極大吸収と 482 
nm の吸収のピークの重なりが生じるため，482  nm の吸収のピークが判別しずらくなっ
ているが，簡易型 DVD 分光器で測定した場合，482 nm の吸収を正確に判断することがで




図 5.10 簡易型 DVD 分光器を用い，デジタルカメラで撮影した対照駅と試験溶液の結果 
対照液 (水) 試験溶液 (オルトフェナントロリン法で発色後の溶液)






定した結果も高い精度を有しており，R2 ＝ 0.9993 と非常に高い直線性が得られた。この
結果から本条件の元，簡易型 DVD 分光器を用いることで，紫外可視分光光度計と等しい結








































                                                        
240 日本規格協会, JIS R 5202.2010 前掲載書 
 
 






























図 5.13  簡易型 DVD 分光器の測定結果から得られた極大吸収によって作成した 
検量線 
 
図 5.14 簡易型 DVD 分光器及び，紫外可視分光光度計の測定結果から作成した検量線を
使用し，求めた鉄の量の相関関係 













3.3 簡易型 DVD 分光器と硫酸バリウム比濁法を組み合わせた簡易評価法によるフライ
アッシュ中の硫酸イオンの定量分析 
 図 5.16 に簡易型 DVD 分光器を用い，デジタルカメラで撮影した対照駅と試験溶液の結
果 (試験溶液として硫酸イオン標準溶液を使用) を示した。使用した試験溶液は硫酸イオン
  0806SV 0910SV 0806BA 0910BA 0404SV 0404BA 
硫酸バリウム比濁法 (wt%) 3.07  4.15  0.79  0.99  1.53  0.93  
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標準液であり，左から順に硫酸イオン濃度は 0 mg / l，1.0 mg / l，2.0 mg / l，3.0 mg / l，4.0 





 図 5.17 に簡易型 DVD 分光器の測定結果 (試験溶液として硫酸イオン標準溶液を使用) 
を示した。また，比較のため，図 5.18 に紫外可視分光光度計の測定結果 (試験溶液として
硫酸イオン標準溶液を使用) も示した。いずれも下から順に 0 mg / l，1.0 mg / l，2.0 mg / l，









図 5.20 に簡易型 DVD 分光器の測定結果 (試験溶液として各フライアッシュを溶解させ
た溶液を使用) を示した。また，比較のため，図 52.1 に紫外可視分光光度計の測定結果 (試
験溶液として各フライアッシュを溶解させた溶液を使用) も示した。同様に試験溶液は各種




 図 5.22 に硫酸バリウム比濁法を用い，簡易型 DVD 分光器による硫酸イオン標準液の定
量結果から作成した検量線を示した。この結果から明らかなように R2 = 0.998 と非常に優
れた直線性を示した。 
 表 5.3 に硫酸バリウム比濁法を用い，簡易型 DVD 分光器と紫外可視分光光度計による





図 5.16 簡易型 DVD 分光器を用い，デジタルカメラで撮影した対照液と試験溶液の結
果 (試験溶液として硫酸イオン標準溶液を使用) 
 





図 5.18 紫外可視分光光度計の測定結果 (試験溶液として硫酸イオン標準溶液を使用) 
 















  0806SV 0910SV 0806BA 0910BA 0404SV 0404BA 
硫酸バリウム比濁法 (wt%) 3.02 5.14 0.97 1.40 1.66 1.08 
 
表 5.3 硫酸バリウム比濁法を用い，簡易型 DVD 分光器と紫外可視分光光度計に
よるフライアッシュを溶解させた試験溶液の硫酸イオンの定量分析結果 
 
図 5.22 硫酸バリウム比濁法を用い，簡易型 DVD 分光器による硫酸イオン標準液の
定量結果から作成した検量線 
 




較した場合，0910 SV のみ約 1 % 高い値となったが，それ以外の試験溶液に関しては同等
の結果が得られ，定量精度の高さが認められた。 











4.1 簡易型 DVD 分光器の改良 






図 5.24  齋藤らによって開発された簡易型 DVD 分光器 
162 
 
の開発を行っている。図 5.24 に齋藤らによって開発された簡易型 DVD 分光器を示した 




た簡易型 DVD 分光器であると言える。  
 
4.2 フライアッシュの色の違いに着目した分析方法の提案 





                                                        
241 戸張祥太郎, 齋藤潔, 「環境教育における野外調査への潜望鏡型 DVD 分光器の応用」, 『日本化学会
第 90 回春季年会講演予稿集』, 2010, p575 
 
 














































































































































ム量には最適量が存在することが明らかとなり，その量はコンクリート 1 m3 当たり，1.5 











































 簡易評価法に関してもより現場に適した手法とするため，「第 4 章 4.1 簡易型 DVD 分
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